
碧南市地域防災計画(風水害対策計画)新旧対照表 
 

1 
 

 

頁   現行計画(令和2年2月修正) 改正後(令和3年2月修正) 改正理由 

1 第１編 総則 第１編 総則  

1 第１章 計画の目的 第１章 計画の目的  

1 第２節 計画の性格 

(略) 

２ 愛知県地域強靱化計画との関係 

強くしなやかな国民生活の実現を図るための防災・減災等に資する国土強

靱化基本法第 13 条において、県が策定する国土強靱化地域計画は、国土強

靱化に係る当該都道府県の計画等の指針となるべきものとされている。 

このため、この計画の国土強靱化に関する部分は、愛知県地域強靱化計画

を指針とし、同計画の基本目標である次の事項を踏まえるものとする。 

 

ア 市民の生命を最大限守る 

イ 地域及び社会の重要な機能を維持する 

ウ 市民の財産及び公共施設、碧南市を始め中部圏全体の産業・経済活動に

係る被害をできる限り軽減する 

エ 迅速な復旧復興を可能とする  

第２節 計画の性格 

(略) 

２ 碧南市国土強靱化地域計画との関係 

強くしなやかな国民生活の実現を図るための防災・減災等に資する国土

強靱化基本法第13条において、市が策定する国土強靱化地域計画は、国土

強靱化に係る当該市町村の計画等の指針となるべきものとされている。 

このため、この計画の国土強靱化に関する部分は、碧南市国土強靱化地

域計画を指針とし、同計画の基本目標である次の事項を踏まえるものとす

る。 

ア 人命の保護を最大限守る 

イ 地域及び社会の重要な機能を維持する 

ウ 市民の財産 、公共施設及び産業・経済活動に係る被害をできる限り軽

減する 

エ 迅速な復旧復興を可能とする 

 

 

２．碧南市各部

局における活

動の反映等 

 

(表記の整理) 

3 第２章 基本理念及び重点を置くべき事項 第２章 基本理念及び重点を置くべき事項  

3 

 

4 

第２節 重点を置くべき事項 

(略) 

３ 住民等の円滑かつ安全な避難に関する事項 

(略) 

また、避難準備・高齢者避難開始、避難勧告・避難指示(緊急)及び災害発

生情報(以下、「避難勧告等」という。)等に警戒レベルを付して提供するこ

とにより、避難のタイミングや住民等がとるべき行動を明確にする。 

第２節 重点を置くべき事項 

(略) 

３ 住民等の円滑かつ安全な避難に関する事項 

(略) 

また、避難準備・高齢者等避難開始、避難勧告・避難指示(緊急)及び災

害発生情報(以下、「避難勧告等」という。)等に警戒レベルを付して提供

することにより、避難のタイミングや住民等がとるべき行動を明確にする。 

１．県の地域防

災計画の修正

の反映 

 

(表記の整理) 
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頁   現行計画(令和2年2月修正) 改正後(令和3年2月修正) 改正理由 

5 第３章 各機関の処理すべき事務又は業務の大綱 第３章 各機関の処理すべき事務又は業務の大綱  

5 

7 

 

 

 

 

 

 

8 

 

 

 

 

 

 

 

 

10 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２節 処理すべき事務又は業務の大綱 

３ 指定地方行政機関 

機関名 内     容 

東海財務局 

(略) 

(4) 災害が発生した場合における応急措置等のため必要があると認められ

るときは、管理する国有財産について、関係法令等の定めるところにより、

無償貸付等の措置を適切に行う。 

(追加) 

(略) (略) 

名古屋地方 

気象台 

(略)  

(2) 気象、地象(地震にあっては、発生した断層運動による地震動に限る)、

水象の予報・警報等の防災情報の発表、伝達及び解説を行う。 

(略) 

(5)防災気象情報の理解促進、防災知識の普及啓発活動に努める。 

東海総合通

信局 

(略) 

(3) 通信インフラに支障が発生した被災地の地方公共団体等へ衛星携帯電

話等の災害対策用移動通信機器及び災害対策用移動電源車の貸与を行う。 

(略) 

(略) 

６ 指定公共機関 

機関名 内     容 

(追加) (追加) 

日本銀行 (略) 

日本赤十字

社 

(1) 必要に応じ所定の常備救護班が迅速に出動できる体制を整備するた

め、平時から計画的に救護員を養成・確保するとともに、医療器材、医

薬品、血液製剤の現有数の確認、救護資材の整備点検等を行う。 

(追加) 

(2) 医療、助産、遺体の処理(一時保存を除く。)の業務を行う。 

(3) (略) 

(4) (略) 

第２節 処理すべき事務又は業務の大綱 

３ 指定地方行政機関 

機関名 内     容 

東海財務局 

(略) 

(4) 災害が発生した場合における応急措置等のため必要があると認められ

るときは、管理する国有財産について、関係法令等の定めるところによ

り、無償貸付等の措置を適切に行う。 

(5)上記(1)～(4)の措置等を適切に行うため、必要に応じ情報連絡員(リエ

ゾン)を派遣する。 

(略) (略) 

名古屋地方 

気象台 

(略)  

(2) 気象、地象(地震にあっては、発生した断層運動による地震動に限る)、

水象の予報・警報等の防災気象情報の発表、伝達及び解説を行う。 

(略) 

(5)防災気象情報の理解促進、防災知識の普及啓発に努める。 

東海総合通

信局 

(略) 

(3) 通信インフラに支障が発生した被災地の地方公共団体等へ衛星携帯電

話等の災害対策用移動通信機器、災害対策用移動電源車及び臨時災害放

送局用設備の貸与を行う。 

(略) 

(略) 

６ 指定公共機関 

機関名 内     容 

独立行政法

人都市再生

機構 

(1) 関係機関からの情報収集や密接な連携を図る。 

(2) 国等からの要請・依頼に応じて、危険度判定士や応急仮設住宅建設要
員の派遣等を迅速に行うとともに、賃貸型応急住宅としてのUR賃貸住
宅の貸与や応急仮設住宅の建設用地の提供を行う。 

日本銀行 (略) 

日本赤十字

社 

(1) 必要に応じ所定の常備救護班が迅速に出動できる体制を整備するた

め、平常時から計画的に救護員を養成・確保するとともに、医療器材、

医薬品、血液製剤の現有数の確認、救護資材の整備点検等を行う。 

(2) 避難所の設置に係る支援を行う。 

(3) 医療、助産、死体の処理(一時保存を除く。)の業務を行う。 

(4) (略) 

(5) (略) 

１．県の地域防

災計画の修正

の反映 

 

 

(対策の追加) 

 

 

 

(表記の整理) 

 

 

 

(対策の追加) 

 

 

 

 

 

((独)都市再生

機構の指定公共

機関への指定に

伴う修正) 

 

(災害救助法に

基づく救助に

係る日本赤十

字社への委託

事項の範囲が
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頁   現行計画(令和2年2月修正) 改正後(令和3年2月修正) 改正理由 

11 

 

 

 

 

(5) (略) 

(略) (略) 

中部電力株

式会社、関西

電力株式会

社、電源開発

株式会社 

(1) (略)  

(2) (略) 

(追加) 

(略) (略) 
 

(6) (略) 

(略) (略) 

中部電力株

式会社(※

1)、株式会社

ＪＥＲＡ、関

西電力株式

会社(※2)、

電源開発株

式会社(※3) 

(1) (略)  

(2) (略) 

(※1) 中部電力パワーグリッド株式会社及び中部電力ミライズ株式会社

を含む。(以降同じ。) 

(※2) 関西電力送配電株式会社を含む。(以降同じ。) 

(※3) 電源開発送変電ネットワーク株式会社を含む。(以降同じ。) 

(略) (略) 
 

拡大されたこ

とに伴う修正

及び表記の整

理) 

 

( 中 部 電 力

(株)、関西電力

(株)及び電源

開発(株)の分

社、(株)ＪＥＲ

Ａの指定公共

機関への指定

に伴う修正) 

 

14 第２編 災害予防 第２編 災害予防  

14 第１章 防災協働社会の形成推進 第１章 防災協働社会の形成推進  

14 主な機関の措置 

区   分 機 関 名 主 な 内 容 

第１節 
防災協働社会の形成推
進 

（市）防災課 (略) 

第２節 
自主防災組織・ボラン
ティアとの連携 

（市）防災課、 
社会福祉協議会 

(略) 

第３節 
企業防災の促進 

（市）防災課、商工課 (略) 
２(1) 事業継続計画（ＢＣＰ）の策定促進 
２(2) 相談体制の整備 

 

主な機関の措置 

区   分 機 関 名 主 な 内 容 

第１節 
防災協働社会の形成
推進 

（市）本部班(防災課) (略) 

第２節 
自主防災組織・ボラン
ティアとの連携 

（市）本部班(防災課)、
地域班（地域協働課） 
社会福祉協議会 

(略) 

第３節 
企業防災の促進 

（市）本部班(防災課)、
供給班(商工課)、要配慮
者支援班（高齢介護課）、
福祉班（福祉課） 

(略) 
２(1) 事業継続計画（ＢＣＰ）等の策定促進 
２(2) 相談体制等の整備 

 

２．碧南市各部

局における活

動の反映等 

 

(表記の整理) 

 

 

 

 

15 第２節 自主防災組織・ボランティアとの連携 第２節 自主防災組織・ボランティアとの連携 １．県の地域防
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頁   現行計画(令和2年2月修正) 改正後(令和3年2月修正) 改正理由 

15 

 

16 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

17 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 市における措置 

(1) (略) 

(2)  防災ボランティア活動の支援 

ア (略) 

イ 防災ボランティア活動の環境整備 

市は、社会福祉協議会、日本赤十字社等やボランティア団体との連携

を図り、災害時においてボランティアの活動が円滑に行われるよう活動

環境の整備を図る。 

 

(3) 連携体制の確保 

日頃から地域の防災関係者間の連携をとることが重要である。そのた

め、県及び市は、平時から自主防災組織、防災に関するＮＰＯ及び防災関

係団体等との連携を進めるとともに、災害時には多様な分野のＮＰＯ等と

も協力体制を確保できるよう連携体制の整備に努めるものとする。 

(4) 市における措置 

市は、自主防災組織が防災に関するＮＰＯ、消防団、女性防火クラブ、

企業、学校、防災ボランティア団体など防災関係団体同士と顔の見える密

接な関係(ネットワーク)を構築することを推進するため、ネットワーク化

を図る防災訓練に取り組むなど必要な事業の実施、支援及び指導に努める

ものとする。 

   (略) 

４ ボランティアの受入体制の整備及び協力・連絡体制の推進 

(1) ボランティアの受入体制の整備 

ア 市及び碧南市社会福祉協議会は、あらかじめ平常時において定期的に

次の(ｱ)から(ｳ)等の災害発生時の対応や連絡体制について、ボランティ

ア団体との意見交換に努める。 

 (ｱ) (略) 

(ｲ) 碧南市社会福祉協議会は、災害時にコーディネーターを派遣するこ

とを協力するボランティア関係団体(協力団体)にコーディネーターの派

遣を要請する。 

(ｳ) (略)  

イ 市及び碧南市社会福祉協議会は、防災訓練等においてボランティア関

係団体の協力を得て、災害ボランティアセンターの立ち上げ訓練を行う。 

(略) 

１ 市における措置 

(1) (略) 

(2)  防災ボランティア活動の支援 

ア (略) 

イ 防災ボランティア活動の環境整備 

市は、社会福祉協議会、日本赤十字社及びＮＰＯ・ボランティア等(以

下「ＮＰＯ・ボランティア関係団体等」という。)との連携を図り、災

害時においてボランティアの活動が円滑に行われるよう活動環境の整

備を図る。 

(3) 連携体制の確保 

日頃から地域の防災関係者間の連携を取ることが重要である。そのた

め、県及び市町村は、平常時から自主防災組織、ＮＰＯ・ボランティア関

係団体等との連携を進めるとともに、災害時には多様な分野のＮＰＯ等と

も協力体制を確保できるよう連携体制の整備に努めるものとする。 

(4) 市における措置 

市は、自主防災組織がＮＰＯ・ボランティア関係団体等、消防団、女性

防火クラブ、企業、学校、防災ボランティア団体など防災関係団体同士と

顔の見える密接な関係(ネットワーク)を構築することを推進するため、ネ

ットワーク化を図る防災訓練に取り組むなど必要な事業の実施、支援及び

指導に努めるものとする。 

(略) 

４ ボランティアの受入体制の整備及び協力・連絡体制の推進 

(1) ボランティアの受入体制の整備 

ア 市及び碧南市社会福祉協議会は、あらかじめ平常時において定期的に

次の(ｱ)から(ｳ)等の災害発生時の対応や連絡体制について、ＮＰＯ・ボ

ランティア関係団体等との意見交換に努める。 

 (ｱ) (略) 

(ｲ) 碧南市社会福祉協議会は、災害時にコーディネーターを派遣する

ことを協力するＮＰＯ・ボランティア関係団体(以下「協力団体」とい

う。)にコーディネーターの派遣を要請する。 

(ｳ) (略)  

イ 市及び碧南市社会福祉協議会は、防災訓練等において協力団体の協力

を得て、災害ボランティアセンターの立ち上げ訓練を行う。 

(略) 

災計画の修正

の反映 

 

 

(表記の整理) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(表記の整理及

び防災基本計

画の修正を踏

まえた修正) 
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頁   現行計画(令和2年2月修正) 改正後(令和3年2月修正) 改正理由 

18 

 

 

 

 

(2) ボランティアコーディネーター養成講座の開催 

市及び碧南市社会福祉協議会は、ボランティア関係団体と相互に連絡し、

ボランティアとして被災地の支援をしたい者と支援を求める者との調整役

となるコーディネーターの確保に努めるものとする。(略) 

(3) ボランティア関係団体との連携 

災害時におけるボランティアの円滑な受入れ及びボランティアの効果的

な活動を担保するため、市においても、地域での連絡会の設置・協定の締結

などにより、地域ボランティア関係団体との連携に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(略) 

(2) ボランティアコーディネーター養成講座の開催 

市及び碧南市社会福祉協議会は、ＮＰＯ・ボランティア関係団体等と相

互に連絡し、ボランティアとして被災地の支援をしたい者と支援を求める

者との調整役となるコーディネーターの確保に努めるものとする。(略) 

(3) ＮＰＯ・ボランティア関係団体等との連携 

市は、災害時におけるボランティアの円滑な受入れ及びボランティアの

効果的な活動を担保するため、平常時からＮＰＯ・ボランティア関係団体

等と連携して、受援体制の構築・強化を図る。 

県は、災害時にＮＰＯ・ボランティア関係団体等が効果的・効率的に

活動するために開催される情報共有会議が円滑に運営できるよう、平常

時から、「ボランティアの受入体制の整備とネットワーク化の推進等に関

する協定」を締結した団体を構成員とした「防災のための愛知県ボラン

ティア連絡会」及び多様な民間支援団体・組織等と一層の相互協力・連

絡体制を推進する。 

また、市においても、地域での連絡会の設置・協定の締結などにより、

ＮＰＯ・ボランティア関係団体等との連携に努める。 

(略) 

 

表記の整理及

び防災基本計

画の修正を踏

まえた修正) 

 

18 

 

 

19 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３節 企業防災の促進 

１ 企業における措置 

(略) 

(2) 顧客及び従業員等の生命の安全確保 

顧客及び自社、関連会社、派遣会社、協力会社などの役員・従業員の身体・生

命の安全を確保するものとする。(追加) 

 

 

 

２ 市及び商工会議所等における措置 

市及び商工会議所等は、企業のトップから一般社員に至る社員の防災意識

の高揚を図るとともに、事業継続計画(ＢＣＰ)の策定を促進するための情報

提供や相談体制の整備などの支援等により企業の防災力向上の推進を図る

ものする。 

また、企業を地域コミュニティの一員としてとらえ、地域の防災訓練への

第３節 企業防災の促進 

１ 企業における措置 

(略) 

(2) 顧客及び従業員等の生命の安全確保 

顧客及び自社、関連会社、派遣会社、協力会社などの役員・従業員の身

体・生命の安全を確保するものとする。また、事業者は、豪雨や暴風など

で屋外移動が危険な状況であるときに従業員等が屋外を移動することの

ないよう、テレワークの実施、時差出勤、計画的休業など不要不急の外出

を控えさせるための適切な措置を講ずるよう努めるものとする。 

２ 市及び商工会議所等における措置 

市及び商工会議所等は、企業のトップから一般社員に至る社員の防災意

識の高揚を図るとともに、事業継続計画(ＢＣＰ)等の策定を促進するため

の情報提供や相談体制の整備などの支援等により企業の防災力向上の推進

を図るものする。 

また、企業を地域コミュニティの一員としてとらえ、地域の防災訓練へ

１．県の地域防

災計画の修正

の反映 

 

(防災基本計画

の 修 正

（R2.5.29）を

踏まえた修正) 

 

(防災基本計画

の修正を踏ま

えた修正) 
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19 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

20 

積極的参加の呼びかけ、防災に関するアドバイスを行うものとする。 

(1) 事業継続計画(ＢＣＰ)の策定促進 

ア 普及啓発活動 

市及び商工会議所等は、企業防災の重要性や事業継続計画(ＢＣＰ)

の必要性について積極的に啓発していくものとする。 

 

 

 

イ 情報の提供 

企業が事業継続計画(ＢＣＰ)を策定するためには想定リスクを考え

る必要があり、そのため、市はそれぞれが策定している被害想定やハザ

ードマップ等を積極的に公表するものとする。 

(2) 相談体制の整備 

市及び商工会議所等は、企業が被災した場合に速やかに相談等に対応で

きるよう、相談窓口・相談体制等について検討するとともに、被災企業等

の事業再開に関する各種支援について予め整理しておくものとする。 

の積極的参加の呼びかけ、防災に関するアドバイスを行うものとする。 

(1) 事業継続計画(ＢＣＰ)等の策定促進 

ア 普及啓発活動 

市及び商工会議所等は、企業防災の重要性や事業継続計画(ＢＣＰ)

の必要性について積極的に啓発していくものとする。また、中小企業等

による事業継続力強化計画に基づく取組等の防災・減災対策の普及を促

進するため、連携して、事業継続力強化支援計画の策定に努めるものと

する。 

イ 情報の提供 

企業が事業継続計画(ＢＣＰ)等を策定するためには想定リスクを考

える必要があり、そのため、市はそれぞれが策定している被害想定や

ハザードマップ等を積極的に公表するものとする。 

(2) 相談体制等の整備 

市及び商工会議所等は、企業が被災した場合に速やかに相談等に対応

できるよう、相談窓口・相談体制等について検討するとともに、被災企

業等の事業再開に関する各種支援について予め整理しておくものとす

る。また、市は、あらかじめ商工団体等と連携体制を構築するなど、災

害発生時に中小企業等の被害状況を迅速かつ適切に把握できる体制の整

備に努めるものとする。 

 

(防災基本計画

の修正を踏ま

えた修正) 

21 第２章 水害予防対策 第２章 水害予防対策  

21 

 

 

 

 

 

 

 

 

主な機関の措置 

区   分 機 関 名 主 な 内 容 

第１節 
河川防災対策 

（市）防災課、土木港湾課、下水道課 
中部地方整備局 
水防管理者 

(略) 

第２節 
雨水出水対策 

（市）下水道課 (略) 

第３節 
海岸防災対策 

（市）防災課、土木港湾課 
農業水産課 

(略) 

第４節 
浸水想定区域における
対策 

（市）防災課 
中部地方整備局 
要配慮者利用施設又は大規模工場等の所有

(略) 

主な機関の措置 

区   分 機 関 名 主 な 内 容 

第１節 
河川防災対策 

（市）本部班(防災課)、土木施設管理班(土
木港湾課)、下水道班(下水道課) 
中部地方整備局 
水防管理者 

(略) 

第２節 
雨水出水対策 

（市）下水道班(下水道課) (略) 

第３節 
海岸防災対策 

（市）本部班(防災課)、土木施設管理班(土
木港湾課)、農水班(農業水産課) 

(略) 

第４節 
浸水想定区域における
対策 

（市）本部班(防災課)、 
中部地方整備局 
要配慮者利用施設又は大規模工場等の所有

(略) 

２．碧南市各部

局における活

動の反映等 

 

(表記の整理) 
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22 

 

者又は管理者 

第５節 
地下空間の浸水対策 

（市）防災課、下水道課 
地下空間の所有者・管理者・占有者 

(略) 

第６節 
農地防災対策 

（市）防災課、 
農業水産課 
東海農政局、土地改良区 

(略) 

第７節 
複合災害 

（市）防災課 (略) 

 

者又は管理者 

第５節 
地下空間の浸水対策 

（市）本部班(防災課)、下水道班(下水道
課)、 
地下空間の所有者・管理者・占有者 

(略) 

第６節 
農地防災対策 

（市）本部班(防災課)、農水班(農業水産
課)、 
東海農政局、 
土地改良区 

(略) 

第７節 
複合災害 

（市）本部班(防災課) (略) 

 

 

 

 

 

 

 

25 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３節 海岸防災対策 

１ 県(建設局、農林基盤局)及び市における措置 

(略) 

(追加) 

 

 

 

 

 

２ 関連調整事項 

(略) 

(追加) 

第３節 海岸防災対策 

１ 県(建設局、農林基盤局)及び市における措置 

(略) 

(3) 走錨等に起因する事故対策 

国及び港湾管理者は、走錨等に起因する事故の可能性がある海上施設

周辺海域において、船舶の避難水域を確保するため、必要に応じて、対

策を行う。また、走錨等に起因する事故の可能性がある海上施設周辺海

域に面する臨港道路において、船舶の走錨等による臨港道路の損壊を未

然に防止するため、必要に応じて、対策を行う。 

２ 関連調整事項 

(略) 

(4) 港湾関係者は、過去に被災した箇所など港湾内の脆弱箇所を把握し、

港湾関係者に情報共有することにより連携を強化する。 

１．県の地域防

災計画の修正

の反映 

 

(防災基本計画

の 修 正

(R2.5.29)を踏

まえた修正) 

25 

 

26 

 

27 

 

 

 

 

 

第４節 浸水想定区域における対策 

 (略) 

４ 浸水想定区域のある市町村における措置 

(1) (略) 

 エ (略) 

(追加) 

オ (略) 

(追加) 

 

 

 

第４節 浸水想定区域における対策 

 (略) 

４ 浸水想定区域のある市町村における措置 

(1) (略) 

 エ (略) 

◆資料編（資料１－２)浸水想定区域内要配慮者利用施設 

オ (略) 

第２編第９章「避難所・要配慮者支援・帰宅困難者対策」第２節「要配

慮者支援対策」、第３編第２章「避難行動」第１節「気象警報等の発表、

伝達」、第２節「避難勧告等」、第３節「住民等の避難誘導」、第２４章

「学校における対策」第１節「気象警報等の伝達、臨時休業及び避難等の

２．碧南市各部

局における活

動の反映等 

 

(表記の整理) 
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27 

 

 

(2) ハザードマップ(防災マップ)の配布  

浸水想定区域をその区域に含む市町村の長は、市町村地域防災計画にお

いて定められた洪水予報等の伝達方法、避難場所その他洪水時、雨水出水

時又は高潮時の円滑かつ迅速な避難の確保を図るため必要な事項、並びに

浸水想定区域内の地下街等、要配慮者利用施設、大規模工場等の名称及び

所在地について住民、滞在者その他の者に周知させるため、これらの事項

を記載した印刷物(ハザードマップ(防災マップ))の配布その他の必要な

措置を講じるものとする。その際、河川近傍や浸水深の大きい区域につい

ては「早期の立退き避難が必要な区域」として明示することに努めるもの

とする。 

 

 

 

 

 

 

(略) 

措置」を参照。 

(2) ハザードマップ(防災マップ)の配布  

浸水想定区域をその区域に含む市町村の長は、市町村地域防災計画において

定められた洪水予報等の伝達方法、避難場所その他洪水時、雨水出水時又は

高潮時の円滑かつ迅速な避難の確保を図るため必要な事項、並びに浸水想定

区域内の地下街等、要配慮者利用施設、大規模工場等の名称及び所在地につ

いて住民、滞在者その他の者に周知させるため、これらの事項を記載した印

刷物(ハザードマップ(防災マップ))の配布その他の必要な措置を講じるもの

とする。その際、河川近傍や浸水深の大きい区域については「早期の立退き

避難が必要な区域」として明示するとともに、避難時に活用する道路におい

て冠水が想定されていないか住民等に確認を促すよう努めるものとする。 

また、ハザードマップ等の配布又は回覧に際しては、居住する地域の災害

リスクや住宅の条件等を考慮した上でとるべき行動や適切な避難先を判断で

きるよう、周知に努めるとともに、安全な場所にいる人まで避難場所に行く

必要がないこと、避難先として安全な親戚・知人宅等も選択肢としてあるこ

と、警戒レベル４で「危険な場所から全員避難」すべきこと等の避難に関す

る情報の意味の理解の促進に努めるものとする。 

(略) 

１．県の地域防

災計画の修正

の反映 

 

 

 

 

(防災基本計画

の 修 正

(R2.5.29)を踏

まえた修正) 

31 第３章 土砂災害予防対策 第３章 土砂災害予防対策  

31 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主な機関の措置 

区   分 機 関 名 主 な 内 容 

第１節 
土地利用の適正誘導 

（市）都市計画課、 
建築課 

(略) 

第２節 
土砂災害の防止 

県 (略) 
（市）防災課、 
土木港湾課 

(略) 

第３節 
砂防対策 

（市）防災課、 
土木港湾課 

(略) 

第４節 
要配慮者利用施設に係

（市）防災課、土木港湾課、 
県 

(略) 

主な機関の措置 

区   分 機 関 名 主 な 内 容 

第１節 
土地利用の適正誘導 

（市）土木施設管理班(都市計画
課)、住宅建築班(建築課) 

(略) 

第２節 
土砂災害の防止 

県 (略) 
（市）本部班(防災課)、土木施設管
理班(土木港湾課) 

(略) 

第３節 
砂防対策 

（市）本部班(防災課)、土木施設管
理班(土木港湾課) 

(略) 

第４節 
要配慮者利用施設に
係る土砂災害対策 

（市）本部班(防災課)、土木施設管
理班(土木港湾課)、 
県 

(略) 

２．碧南市各部

局における活

動の反映等 

 

(表記の整理) 
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31 

る土砂災害対策 （市）防災課、高齢介護課、福祉
課、社会福祉施設等管理者 

(略) 

要配慮者利用施設 (略) 
第５節 
宅地造成の規制誘導 

（市）都市計画課、 
建築課、県 

(略) 

第６節 
被災宅地危険度判定の
体制整備 

（市）建築課 (略) 

 

（市）本部班(防災課)、要配慮者支
援班(高齢介護課)、福祉班(福祉
課)、 
社会福祉施設等管理者 

(略) 

要配慮者利用施設 (略) 
第５節 
宅地造成の規制誘導 

（市）土木施設管理班(都市計画
課)、住宅建築班(建築課)、 
県 

(略) 

第６節 
被災宅地危険度判定
の体制整備 

（市）住宅建築班(建築課) (略) 

 

32 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

33 

第２節 土砂災害の防止 

１ 県(建設局、農林基盤局)における措置 

(1) 土砂災害危険箇所等の把握 

県は、地形、地質、気象的要因や過去の災害履歴等に関する調査により

土砂災害危険箇所(土石流危険渓流、急傾斜地崩壊危険箇所、地すべり危

険箇所)、山地災害危険地区を把握する。 

土砂災害警戒区域の指定等に必要な基礎調査については、調査を完了さ

せる実施目標を設定して行う。 

(2) 土砂災害警戒区域等の指定 

ア 土砂災害警戒区域、土砂災害特別警戒区域 

県は、土砂災害危険箇所等について、土砂災害防止法に基づく基礎調

査を行い、土砂災害警戒区域、土砂災害特別警戒区域の指定を行う。 

 

また、指定した各区域においては、地形や土地利用の状況等を継続的

に確認し、変化が認められた箇所について詳細な調査を行い、必要に応

じて指定区域の見直しを行う。 

(略) 

(4) 土砂災害等に係る指定等がされた区域内の主な対策 

土砂災害等に係る指定等がされた区域内の主な対策は、次のとおり。 

ア 土砂災害特別警戒区域 

① 特定の開発行為の制限 

② 建築物の構造規制 

③ 建築物に対する移転等の勧告 

 (略) 

第２節 土砂災害の防止 

１ 県(建設局、農林基盤局)における措置 

(1) 土砂災害危険箇所等の把握 

県は、地形、地質、気象的要因や過去の災害履歴等に関する調査によ

り土砂災害危険箇所(土石流危険渓流、急傾斜地崩壊危険箇所、地すべり

危険箇所)、山地災害危険地区を把握する。 

(削除) 

 

 (2) 土砂災害警戒区域等の指定 

ア 土砂災害警戒区域、土砂災害特別警戒区域 

県は、土砂災害危険箇所等について、土砂災害防止法に基づく基礎調

査結果を踏まえ、土砂災害警戒区域、土砂災害特別警戒区域の指定を行

う。 

また、指定した各区域においては、地形や土地利用の状況等を継続的

に確認し、変化が認められた箇所について詳細な調査を行い、必要に応

じて指定区域の見直しを行う。 

(略) 

(4) 土砂災害等に係る指定等がされた区域内の主な対策 

土砂災害等に係る指定等がされた区域内の主な対策は、次のとおり。 

ア 土砂災害特別警戒区域 

① 特定の開発行為の制限 

② 建築物の構造規制による安全確保 

③  建築物に対する移転等の勧告 

(略) 

１．県の地域防

災計画の修正

の反映 

 

(防災基本計画

の 修 正

(R2.5.29)を踏

まえた修正) 
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頁   現行計画(令和2年2月修正) 改正後(令和3年2月修正) 改正理由 

39 第４章 事故・火災等予防対策 第４章 事故・火災等予防対策  

39 

 

 

 

 

 

 

 

主な機関の措置 

区   分 機 関 名 主 な 内 容 

(略) (略) (略) 
第４節 
道路災害対策 

道路管理者（中部地方整備局、県、（市）
土木港湾課） 

(略) 

（市）防災課、土木港湾課、消防署 (略) 

第５節 
放射性物質及び原子力
災害予防対策 

事業者 (略) 

事業者、消防署、愛知労働局、中部運輸局、
第四管区海上保安本部、名古屋地方気象台 

(略) 

愛知労働局、消防署 (略) 

（市）防災課、県 (略) 

防災関係機関 (略) 

(略) (略) (略) 
 

主な機関の措置 

区   分 機 関 名 主 な 内 容 

(略) (略) (略) 
第４節 
道路災害対策 

道路管理者（中部地方整備局、県、 
（市）土木施設管理班(土木港湾課) 

(略) 

（市）本部班(防災課)、土木施設管理班
(土木港湾課)、 
消防署 

(略) 

第５節 
放射性物質及び原子力
災害予防対策 

事業者 (略) 
事業者、消防署、愛知労働局、中部運輸
局、第四管区海上保安本部、名古屋地方
気象台 

(略) 

愛知労働局、消防署 (略) 

（市）本部班(防災課)、第１医療班（健
康課）、供給班（商工課）、農水班（農
業水産課） 
県 

(略) 

防災関係機関 (略) 

(略) (略) (略) 
 

２．碧南市各部

局における活

動の反映等 

 

(表記の整理) 

 

 

 

47 第５章 建築物等の安全化 第５章 建築物等の安全化  

47 

 

 

 

主な機関の措置 

区   分 機 関 名 主 な 内 容 

第１節 
交通関係施設対策 

施設管理者等、（市）防災課、土木港湾課、
都市計画課、 
消防署 

(略) 

第２節 
ライフライン関係施設
対策 

施設管理者等、（市）防災課、農業水産課、
水道課、下水道課 

(略) 

第３節 
文化財保護対策 

（市）文化財課 (略) 

第４節 
防災建造物整備対策 

（市）防災課、建築課、こども課、庶務課、
学校教育課、 
消防署 

(略) 

主な機関の措置 

区   分 機 関 名 主 な 内 容 

第１節 
交通関係施設対策 

施設管理者等、 
（市）本部班(防災課)、土木施設管理班
(土木港湾課、都市計画課)、 
消防署 

(略) 

第２節 
ライフライン関係施設
対策 

施設管理者等、 
（市）本部班(防災課)、農水班(農業水
産課)、水道班(水道課)、下水道班(下水
道課) 

(略) 

第３節 
文化財保護対策 

（市）文化財課 (略) 

第４節 
防災建造物整備対策 

（市）本部班(防災課)、住宅建築班(建
築課)、こども班(こども課)、学校教育
班(庶務課、学校教育課)、 
消防署 

(略) 

２．碧南市各部

局における活

動の反映等 

 

(表記の整理) 
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頁   現行計画(令和2年2月修正) 改正後(令和3年2月修正) 改正理由 

独立行政法人住宅金融支援機構、 
日本政策投資銀行 

(略) 

 

独立行政法人住宅金融支援機構、日本政
策投資銀行 

(略) 
 

 

 

47 

 

48 

 

 

 

 

第１節 交通関係施設対策 

(略) 

４ 港湾・漁港 

中部地方整備局、県(建設局)及び市は、次の対策を実施又は推進する。 

(1) 港湾改修 

船舶の大型化に伴い、航路や泊地の拡幅、増深を図るとともに、災害時

における緊急物資の海上輸送路を確保するため、係留施設の整備を行う。

また台風、高潮災害時による被害を低減するため、コンテナ等の流失防止

柵や、埠頭用地等の嵩上げを実施する。 

 

(略) 

第１節 通関係施設対策 

(略) 

４ 港湾・漁港 

中部地方整備局、県(建設局)及び市は、次の対策を実施又は推進する。 

(1) 港湾改修 

近年の高波災害を踏まえ、耐波性能の照査や既存施設の補強を推進す

る。また、船舶の大型化に伴い、航路や泊地の拡幅、増深を図るとともに、

災害時における緊急物資の海上輸送路を確保するため、係留施設の整備を

行う。さらに、台風、高潮災害時による被害を低減するため、コンテナ等

の流失防止柵や、埠頭用地等の嵩上げを実施する。 

(略) 

１．県の地域防

災計画の修正

の反映 

 

(防災基本計画

の修正

(R2.5.29)を踏

まえた修正) 

48 

 

 

49 

 

 

第２節 ライフライン関係施設対策 

１ 施設管理者等における措置 

(追加) 

電力施設、ガス施設、上水道、工業用水道、下水道、通信施設等の管理者は、

ライフライン関係施設等について、浸水防止対策等災害に対する安全性の確

保を図るとともに、系統多重化、拠点の分散、代替施設の整備等による代替

性の確保を進めるものとする。 

(追加) 

 

 

 

 

 

 

(略) 

第２節 ライフライン関係施設対策 

１ 施設管理者、及び市における措置 

(1)施設の代替性及び安全性の確保 

電力施設、ガス施設、上水道、工業用水道、下水道、通信施設等の管理

者は、ライフライン関係施設等について、浸水防止対策等災害に対する安

全性の確保を図るとともに、系統多重化、拠点の分散、代替施設の整備等

による代替性の確保を進める。 

(2)早期復旧や予防保全の迅速化に向けた相互の連携 

市は、停電や通信障害が広域的に発生する事態に備え、倒木の伐採・除

去や道路啓開作業等の支援など、電力事業者、通信事業者、建設業団体、

自衛隊等関係機関と早期復旧のための協力体制の整備を推進する。また、

県、電気事業者及び電気通信事業者は、倒木等により電力供給網、通信網

に支障が生じることへの対策として、地域性を踏まえつつ、事前伐採等に

よる予防保全や災害時の復旧作業の迅速化に向けた、相互の連携の拡大に

努める。なお、事前伐採等の実施に当たっては、市との協力に努める。 

(略) 

１．県の地域防

災計画の修正

の反映 

 

(防災基本計画

の修正

(R2.5.29)を踏

まえた修正) 
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頁   現行計画(令和2年2月修正) 改正後(令和3年2月修正) 改正理由 

52 

 

53 

 

53 

第３節 文化財保護対策 

(略) 

４ 応急協力体制 

市教育委員会の協力を得て、緊急避難用保管場所（美術館、図書館）の提

供など文化財の安全確保に努めるとともに、文化財の専門知識を有する者を

派遣し、適切な対応が図れるよう応急協力体制の確立を図るものとする。 

第３節 文化財保護対策 

(略) 

４ 応急協力体制 

市は県と協力して、緊急避難用保管場所（美術館、図書館）の提供など

文化財の安全確保に努めるとともに、文化財の専門知識を有する者を派遣

し、適切な対応が図れるよう応急協力体制の確立を図るものとする。 

１．県の地域防

災計画の修正

の反映 

 

(愛知県の組織

改正に伴う修

正等)  

54 第６章 都市の防災性の向上 第６章 都市の防災性の向上  

54 

 

 

 

 

 

 

 

主な機関の措置 

区   分 機関名 主  な  措  置 

第1節 
都市計画のマスタープ
ラン等の策定 

（市）都市計画課 (略) 

第2節 
防災上重要な都市施設
の整備 

（市）土木港湾課、都市計画課、
都市整備課 

(略) 

第3節 
建築物の不燃化の促進 

（市）防災課、都市計画課、建
築課 

(略) 

第4節 
市街地の面的な整備・
改善 

（市）防災課、土木港湾課、都
市計画課、都市整備課 

(略) 

 

主な機関の措置 

区   分 機関名 主  な  措  置 

第1節 
都市計画のマスタープ
ラン等の策定 

（市）土木施設管理班(都市計
画課) 

(略) 

第2節 
防災上重要な都市施設
の整備 

（市）土木施設管理班(土木港
湾課、都市計画課、都市整備課) 

(略) 

第3節 
建築物の不燃化の促進 

（市）本部班(防災課)、土木施
設管理班(都市計画課)、住宅建
築班(建築課) 

(略) 

第4節 
市街地の面的な整備・改
善 

（市）本部班(防災課)、土木施
設管理班(土木港湾課、都市計
画課、都市整備課) 

(略) 

 

２．碧南市各部

局における活

動の反映等 

 

(表記の整理) 

 

 

 

57 第７章 応急対策活動等のための施設、資機材、体制等の整備 第７章 応急対策活動等のための施設、資機材、体制等の整備  

57 主な機関の措置 

区   分 機 関 名 主 な 内 容 

第１節 
防災施設・設備、災害
用資機材及び体制の整
備 

（市）防災課、消防署 (略) 
６ 情報の収集・連絡体制の整備 
(略) 

主な機関の措置 

区   分 機 関 名 主 な 内 容 

第１節 
防災施設・設備、災害用
資機材及び体制の整備 

（市）本部班(防災課)、情報・
調整班（秘書情報課）、巡視・
調査班（税務課）、環境班（環
境課）、住宅建築班（建築課）、
土木施設管理班（土木港湾課） 
消防署 

(略) 
６ 情報の収集・連絡体制の整備等 
(略) 

２．碧南市各部

局における活

動の反映等 

 

(表記の整理) 
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頁   現行計画(令和2年2月修正) 改正後(令和3年2月修正) 改正理由 

名古屋地方気象台、中部地方整
備局、独立行政法人水資源機構
中部支社 

(略) 

 

名古屋地方気象台、中部地方整
備局、独立行政法人水資源機構
中部支社 

(略) 

 

57 

 

58 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

59 

 

 

 

 

 

 

 

第１節 防災施設・設備、災害用資機材及び体制の整備 

１ 市及び防災関係機関における措置 

(略) 

(4) 応急活動のためのマニュアルの作成等 

市及び防災関係機関は、それぞれの機関の実情を踏まえ、災害発生時に

講ずべき対策等を体系的に整理した応急活動のためのマニュアルを作成

し、職員に周知するとともに、定期的に訓練を行い、活動手順、使用する

資機材や装備の使用方法等の習熟、他の職員、機関等との連携等について

徹底を図る。 

(追加) 

 

 

 

 

(5) 人材の育成等 

市は、防災に携わる者に高度な知識・技能を修得させ、応急対策全般へ

の対応力を高めるため、研修制度・内容の充実を図るとともに、大学の防

災に関する講座等との連携等により，人材の育成を図る。 

また、緊急時に外部の専門家等の意見・支援を活用できるような仕組み

を平常時から構築することに努める。 

 

 

 

(追加) 

 

 

(6) 防災中枢機能の充実 

市及び防災関係機関は、保有する施設、設備について、代替エネルギー

システムの活用を含め自家発電設備等の整備を図り、十分な期間の発電が

可能となるような燃料の備蓄等に努めるものとする。その際、物資の供給

が相当困難な場合を想定した食料、飲料水、燃料等の適切な備蓄・調達・

第１節 防災施設・設備、災害用資機材及び体制の整備 

１ 市及び防災関係機関における措置 

(略) 

(4) 応急活動のためのマニュアルの作成等 

市及び防災関係機関は、それぞれの機関の実情を踏まえ、災害発生時

に講ずべき対策等を体系的に整理した応急活動のためのマニュアルを作

成し、職員に周知するとともに、定期的に訓練を行い、活動手順、使用す

る資機材や装備の使用方法等の習熟、他の職員、機関等との連携等につい

て徹底を図る。 

また、市は、男女共同参画の視点から、男女共同参画担当部局が災害

対応について庁内及び避難所等における連絡調整を行い、平常時及び災害

時における男女共同参画担当部局及び男女共同参画センターの役割につ

いて、防災担当部局と男女共同参画担当部局が連携し明確化しておくよう

努める。 

(5) 人材の育成等 

ア 市は、防災に携わる者に高度な知識・技能を修得させ、応急対策全般

への対応力を高めるため、研修制度・内容の充実を図るとともに、大学

の防災に関する講座等との連携等により，人材の育成を図る。 

イ 緊急時に外部の専門家等の意見・支援を活用できるような仕組みを平

常時から構築することに努めるとともに、県、市及びライフライン事業

者等は、発災後の円滑な応急対応、復旧・復興のため、災害対応経験者

をリスト化するなど、災害時に活用できる人材を確保し、即応できる体

制の整備に努める。 

  ウ 市は、災害応急対策への協力が期待される建設業団体等の担い手の

確保・育成に取り組むとともに、随意契約の活用による速やかな災害

応急対策ができるよう、建設業団体等との災害協定の締結を推進する。 

(6) 防災中枢機能の充実 

ア 市及び防災関係機関は、保有する施設、設備について、代替エネルギ

ーシステムや電動車等の活用を含め自家発電設備、LP ガス災害用バル

ク、燃料貯蔵設備等の整備を図り、十分な期間(最低３日間)の発電が可

能となるような燃料の備蓄等に努めるものとする。その際、物資の供給

１．県の地域防

災計画の修正

の反映 

 

(防災基本計画

の 修 正

(R2.5.29)を踏

まえた修正等) 

 

(防災基本計画

の修正及び愛

知県地域強靱

化計画の改訂

を踏まえた修

正) 
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頁   現行計画(令和2年2月修正) 改正後(令和3年2月修正) 改正理由 

 

 

 

 

59 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

60 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

輸送体制の整備、通信途絶時に備えた衛星携帯電話の整備等非常用通信手

段の確保を図るものとする。 

 

また、市は、災害情報を一元的に把握し、共有することができる体制の

整備を図り、災害対策本部の機能の充実・強化に努めるものとする。 

(追加) 

 

 

 

 

 

 

 
 

(7) 浸水対策用資器材の整備強化 

注意箇所等について具体的浸水対策工法を検討し、浸水対策活動に必

要な、くい木、土のう袋、スコップ、カケヤ等の防災資機材の確保並び

に水防等浸水対策用倉庫の整備改善及び点検を行う。 

(略) 

(8) 防災用拠点施設の屋上番号標示 

(略) 

(略) 

６ 情報の収集・連絡体制の整備 

(略) 

(1) 情報の収集・連絡体制 

市は、迅速かつ的確な災害情報の収集・連絡の重要性にかんがみ、被災

現場等において情報の収集・連絡にあたる要員をあらかじめ指定しておく

など、体制の整備を推進する。 

 

(2) 通信手段の確保 

ア 通信施設の防災構造化等 

市及び防災関係機関は、通信施設の災害に対する安全性の確保、停電

対策及び危険分散、通信路の多ルート化、通信ケーブルの地中化の促進、

有線・無線化、地上・衛星系によるバックアップ対策など、災害時に通

が相当困難な場合を想定した食料、飲料水、燃料等の適切な備蓄・調達・

輸送体制の整備、通信途絶時に備えた衛星携帯電話の整備等非常用通信

手段の確保を図るものとする。 

イ 市は、災害情報を一元的に把握し、共有することができる体制の整備

を図り、災害対策本部の機能の充実・強化に努めるものとする。 

(7) 防災関係機関相互の連携 

ア 市は、災害時に自らのみでは迅速かつ十分な対応が困難な場合に、

他の地方公共団体からの物資の提供、人員の派遣、廃棄物処理等、相

互に連携・協力し速やかに災害対応を実施できるよう、相互応援協定

の締結に努めるものとする 

イ 市は、災害時に自らのみでは迅速かつ十分な対応が困難な場合に、

他の地方公共団体からの物資の提供、人員の派遣、廃棄物処理等、相

互に連携・協力し速やかに災害対応を実施できるよう、相互応援協定

の締結に努めるものとする。 

(8) 浸水対策用資器材の整備強化 

市は、浸水注意箇所等について具体的浸水対策工法を検討し、浸水対

策活動に必要な、くい木、土のう袋、スコップ、カケヤ等の防災資機材

の確保並びに水防等浸水対策用倉庫の整備改善及び点検を行う。 

(略) 

(9) 防災用拠点施設の屋上番号標示 

(略) 

(略) 

６ 情報の収集・連絡体制の整備等 

(略) 

(1) 情報の収集・連絡体制 

市は、迅速かつ的確な災害情報の収集・連絡の重要性にかんがみ、被災

現場等において情報の収集・連絡にあたる要員をあらかじめ指定しておく

とともに、必要に応じ航空機、無人航空機、船、車両等の多様な情報収集

手段を活用できる体制を整備する。 

(2) 通信手段の確保 

ア 通信施設の防災構造化等 

市及び防災関係機関は、通信施設の災害に対する安全性の確保、停

電対策及び危険分散、通信路の多ルート化、通信ケーブルの地中化の促

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(防災基本計画

の修正及び愛

知県地域強靱

化計画の改訂

を踏まえた修

正) 
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61 

 

 

62 

62 

 

 

 

 

 

63 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

信手段が確保できるよう通信施設を防火構造化するほか、電気通信回線

は、災害時の使用を考慮し、十分な回線容量を確保する。 

 

 

(略) 

(追加) 

 

 

 

 

 

(略) 

10 物資の備蓄、調達供給体制の確保 

(1) 市は、大規模な災害が発生した場合の被害及び外部支援の時期を想定

し、孤立が想定されるなど地域の地理的条件等も踏まえて、必要とされる

食料、飲料水(ペットボトル等)、生活必需品、燃料その他の物資について

あらかじめ備蓄を図るよう努力するものとする。 

 

 

 

なお、備蓄を行うにあたっては、大規模な災害が発生した場合には、物

資の調達や輸送が平常時のようには実施できないという認識に立って、初

期の対応に十分な量の物資を備蓄するほか、物資の性格に応じ、集中備蓄

又は避難所の位置を勘案した分散備蓄を行うなどの観点に対しても配慮

する。 

また、避難生活で特に重要となる仮設トイレについても、備蓄に努める

ものとする。 

(2) (略)  

(3) 市は、災害時に迅速に食料、飲料水、生活必需品、燃料その他の物資を

調達、輸送できるよう、関係業界との連携を深めるよう努力するものとす

る。 

 

 

 

進、有線・無線化、地上・衛星系によるバックアップ対策など、大規模

停電時も含め災害時に通信手段が確保できるよう通信施設を防火構造

化するほか、電気通信回線は、災害時の使用を考慮し、十分な回線容量

を確保する。 

(略) 

(3)被災者等への情報伝達 

   電気事業者は、停電時にインターネット等を使用できない被災者に対す

る被害情報等の伝達に係る体制の整備に努めるものとする。 

     また、電気通信事業者は、通信の仕組みや代替通信手段の提供等につい

て利用者への周知に努めるとともに、通信障害が発生した場合の被災者に

対する情報提供体制の整備を図るものとする。 

(略) 

10 物資の備蓄、調達供給体制の確保 

(1) 市は、大規模な災害が発生した場合の被害及び外部支援の時期を想定

し、孤立が想定されるなど地域の地理的条件や過去の災害等を踏まえ、必

要とされる食料、飲料水(ペットボトル等)、生活必需品、燃料、ブルーシ

ート、土のう袋その他の物資についてあらかじめ備蓄・調達・輸送体制を

整備し、それら必要な物資の供給のための計画を定めておくとともに、物

資調達・輸送調整等支援システムを活用し、あらかじめ、備蓄物資や物資

拠点の登録に努めるものとする。 

なお、備蓄を行うにあたっては、大規模な災害が発生した場合には、物

資の調達や輸送が平常時のようには実施できないという認識に立って、初

期の対応に十分な量の物資を備蓄するほか、物資の性格に応じ、集中備蓄

又は避難所の位置を勘案した分散備蓄を行うなどの観点に対しても配慮

する。 

また、避難生活で特に重要となる仮設トイレについても、備蓄に努める

ものとする。 

(2) (略)  

(3) 市は、災害時に迅速に食料、飲料水、生活必需品、燃料その他の物資

を調達、輸送できるよう、平常時から、訓練等を通じて、物資の備蓄状

況や運送手段の確認を行うとともに、災害協定を締結した民間事業者等

の発災時の連絡先、要請手続等の確認を行うよう努めるものとする。な

お、燃料については、あらかじめ、石油販売業者と、燃料の優先供給に

ついて協定の締結を推進するとともに、平常時から受注機会の増大など

に配慮するよう努めるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(防災基本計画

の修正及び愛

知県地域強靱

化計画の改訂

を踏まえた修
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64 

 

 

64 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(略) 

12 災害廃棄物処理に係る事前対策 

 (略) 

(1) 市町村災害廃棄物処理計画の策定 

市は、災害廃棄物対策指針(平成 26年 3月：環境省)に基づき、市災害

廃棄物処理計画を策定し、適正かつ円滑・迅速に災害廃棄物を処理できる

よう、災害廃棄物の仮置場の確保や運用方針、一般廃棄物(避難所ごみや

仮設トイレのし尿等)の処理を含めた災害時の廃棄物の処理体制、周辺の

地方公共団体との連携・協力等について、具体的に示すものとする。 

(2) (略) 

(3) 広域連携、民間連携の促進 

市は、災害廃棄物対策に関する広域的な連携体制や民間連携の促進等に

努めるものとする。 

また、市は、十分な大きさの仮置場・最終処分場の確保に努めるとともに、

広域処理を行う地域単位で、平時に整備する廃棄物処理施設の処理能力につい

て災害廃棄物への対応として計画的に一定程度の余裕を持たせることや処理

施設の能力の維持を図る。 

 

 

 

 

(略) 

(略) 

12 災害廃棄物処理に係る事前対策 

(略) 

(1) 市町村災害廃棄物処理計画の策定 

市は、災害廃棄物対策指針(平成 30年3月改定：環境省)に基づき、市

災害廃棄物処理計画を策定し、円滑かつ迅速に災害廃棄物を処理できるよ

う、災害廃棄物の仮置場の確保や運用方針、一般廃棄物(避難所ごみや仮

設トイレのし尿等)の処理を含めた災害時の廃棄物の処理体制、周辺の地

方公共団体との連携・協力等について、具体的に示すものとする。 

(2) (略) 

(3) 広域連携、民間連携の促進 

市は、災害廃棄物対策に関する広域的な連携体制や民間連携の促進等

に努めるものとする。 

また、市は、十分な大きさの仮置場・最終処分場の確保に努めるとともに、

広域処理を行う地域単位で、平時に整備する廃棄物処理施設の処理能力につ

いて災害廃棄物への対応として計画的に一定程度の余裕を持たせることや処

理施設の能力の維持を図る。 

また、災害廃棄物の撤去等を円滑に進めるため、市町村の廃棄物担当部局、

災害ボランティアセンターを運営する社会福祉協議会及びＮＰＯ・ボランテ

ィア関係団体等が平常時から連携を図り、災害時に緊密に連携して災害廃棄

物の撤去等に対応するものとする。 

(略) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(防災基本計画

の修正及び愛

知県地域強靱

化計画の改訂

を踏まえた修

正) 

 

65 第８章 避難行動の促進対策 第８章 避難行動の促進対策  

65 

 

 

 

 

 

主な機関の措置 

区   分 機 関 名 主 な 内 容 

第１節 
気象警報や避難勧告等の情
報伝達体制の整備 

県、（市）防災課 (略) 

主な機関の措置 

区   分 機 関 名 主 な 内 容 

第１節 
気象警報や避難勧告等の
情報伝達体制の整備 

県、 
（市）本部班(防災課) 

(略) 

２．碧南市各部

局における活

動の反映等 

 

(表記の整理) 
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65 

第２節 

緊急避難場所（一時退避場

所、火災時退避場所）及び避

難路の指定等 

（市）防災課 (略) 

第３節 

避難勧告等の判断及び伝達

マニュアルの作成 

（市）防災課 (略) 
１(2) 判断基準の設定に係る助言 
(略) 

県、 (略) 

第４節 
避難誘導等に係る計画の策
定 

（市）防災課、行政課、 
防災上重要な施設の管
理者 

(略) 

第５節 
避難に関する意識啓発 

県、（市）防災課 (略) 

 

第２節 

緊急避難場所（一時退避

場所、火災時退避場所）

及び避難路の指定等 

（市）本部班(防災課) (略) 

第３節 

避難勧告等の判断及び伝

達マニュアルの作成 

（市）本部班(防災課) (略) 
１(2) 判断基準の設定等に係る助言 
(略) 

県、名古屋地方気象台、中

部地方整備局 

(略) 

第４節 
避難誘導等に係る計画の
策定 

（市）本部班(防災課)、調
達班(行政課)、 
防災上重要な施設の管理者 

(略) 

第５節 
避難に関する意識啓発 

県、 

（市）本部班(防災課) 

名古屋地方気象台 

(略) 

 

 

１．県の地域防

災計画の修正

の反映 

 

(実施機関の追

加) 

 

 

65 

 

 

 

 

66 

 

 

第１節 気象警報や避難勧告等の情報伝達体制の整備 

１ 県（防災安全局）における措置 

県は、市に対して気象警報等が確実に伝わるよう、防災行政無線（高度情

報通信ネットワーク）、全国瞬時警報システム（J アラート）等を適切に維

持管理する。 

(略)  

２ 市における措置 

(略) 

市は、様々な環境下にある住民、要配慮者利用施設や地下街等の施設管理

者等が、災害のおそれがある場合に適時的確な避難行動を判断できるよう

に、平時から継続的な防災教育やハザードマップ等を活用した実践的な訓練

を実施し、とるべき避難行動等の周知を図る。また、気象警報や避難勧告等

が確実に伝わるよう、関係事業者の協力を得つつ、防災行政無線、コミュニ

ティＦＭ放送、携帯電話(緊急速報メール機能を含む。)等を用いた伝達手段

の多重化、多様化の確保を図る。 

 

また、迅速・的確な避難行動に結びつけるよう、その伝達内容等について

あらかじめ検討しておく。 

(追加)  

 

第１節 気象警報や避難勧告等の情報伝達体制の整備 

１ 県（防災安全局）における措置 

県は、市に対して気象警報等が確実に伝わるよう、防災行政無線（高度

情報通信ネットワーク）等を適切に維持管理する。 

 

(略)  

２ 市における措置 

(略) 

市は、様々な環境下にある住民、要配慮者利用施設や地下街等の施設管

理者等が、災害のおそれがある場合に適時的確な避難行動を判断できるよ

うに、平時から継続的な防災教育やハザードマップ等を活用した実践的な

訓練を実施し、とるべき避難行動等の周知を図る。また、気象警報や避難

勧告等が速やかに確実に伝わるよう、関係事業者の協力を得つつ、防災行

政無線、コミュニティＦＭ放送、携帯電話(緊急速報メール機能を含む。)、

IP通信網、ケーブルテレビ網等を用いた伝達手段の多重化、多様化の確保

を図る。 

また、迅速・的確な避難行動に結びつけるよう、その伝達内容等についてあ

らかじめ検討しておく。 

３ 県（防災安全局）、市及びライフライン事業者における措置 

  県、市及びライフライン事業者は、災害情報共有システム(Ｌ アラート)

で発信する災害関連情報等の多様化に努めるとともに、情報の地図化等に

よる伝達手段の高度化に努めるものとする。 

２．碧南市各部

局における活

動の反映等 

 

(表記の整理) 

 

１．県の地域防

災計画の修正

の反映 

 

(防災基本計画

の 修 正

(R2.5.29)を踏

まえた修正) 

 

 

(防災基本計画

の修正を踏ま

えた修正) 
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66 

 

 

66 

 

 

 

 

67 

 

 

 

第２節 緊急避難場所(一時退避場所、火災時退避場所)及び避難路の指定等 

１ 市における措置 

(1) 緊急避難場所(一時退避場所、火災時退避場所)の指定 

(略) 

ア 広域避難場所(火災時退避場所) 

(略) 

(ｱ) 広域避難場所(火災時退避場所)は、都市大火からの避難を中心に考

え、公園、緑地、グランド(校庭を含む。)、公共空地等が適当と考え

られる。 

(略) 

イ 一時避難場所(一時退避場所) 

市は、広域避難場所(火災時退避場所)へ避難する前の中継地点とし

て、避難者が一時的に集合して様子を見る場所又は集団を形成する場所

並びにボランティア等の救援活動拠点となる場所として、公園、グラン

ド(校庭を含む)、公共空地等を一時避難場所(一時退避場所)として選定

し、確保する。 

(略) 

第２節 緊急避難場所(一時退避場所、火災時退避場所)及び避難路の指定等 

１ 市における措置 

(1) 緊急避難場所(一時退避場所、火災時退避場所)の指定 

(略) 

ア 広域避難場所(火災時退避場所) 

(略) 

(ｱ) 広域避難場所(火災時退避場所)は、都市大火からの避難を中心に考

え、公園、緑地、グラウンド(校庭を含む。)、公共空地等が適当と考

えられる。 

(略) 

イ 一時避難場所(一時退避場所) 

市は、広域避難場所(火災時退避場所)へ避難する前の中継地点とし

て、避難者が一時的に集合して様子を見る場所又は集団を形成する場所

並びにボランティア等の救援活動拠点となる場所として、公園、グラウ

ンド(校庭を含む)、公共空地等を一時避難場所(一時退避場所)として選

定し、確保する。 

(略) 

２．碧南市各部

局における活

動の反映等 

 

(表記の整理) 

 

 

 

 

 

(表記の整理) 

67 

 

 

 

68 

 

 

 

 

69 

第３節 避難勧告等の判断・伝達マニュアルの作成 

１ 市における措置 

(略) 

 (1) マニュアルの作成 

(略) 

イ 収集できる情報として次の情報を踏まえること 

(ｱ) 気象予警報及び気象情報 

(ｲ) 河川の水位情報、指定河川洪水予報 

(ｳ) 土砂災害警戒情報、土砂災害警戒判定メッシュ情報 

 

(略) 

(2) 判断基準の設定に係る助言 

(略) 

第３節 避難勧告等の判断・伝達マニュアルの作成 

１ 市における措置 

(略) 

 (1) マニュアルの作成 

(略) 

イ 収集できる情報として次の情報を踏まえること 

(ｱ) 気象予警報及び気象情報 

(ｲ) 河川の水位情報、指定河川洪水予報 

(ｳ) 土砂災害警戒情報、大雨警報(土砂災害)の危険度分布、土砂災害

危険度情報 

(略) 

(2) 判断基準の設定等に係る助言 

(略) 

１．県の地域防

災計画の修正

の反映 

 

(表記の整理) 

69 第４節 避難誘導等に係る計画の策定 第４節 避難誘導等に係る計画の策定 １．県の地域防
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頁   現行計画(令和2年2月修正) 改正後(令和3年2月修正) 改正理由 

 

70 

 

70 

１ 市及び防災上重要な施設の管理者における措置 

(略)  

(1) 避難計画の作成 

市の避難計画には、原則として次の事項を記載するものとする。 

ア (略)  

イ 緊急避難場所(一時退避場所、火災時退避場所)、避難所の名称、所在

地、対象地区及び対象人口  

 

 

 

 

(略) 

１ 市及び防災上重要な施設の管理者における措置 

(略)  

(1) 避難計画の作成 

市の避難計画には、原則として次の事項を記載するものとする。 

ア (略)  

イ 緊急避難場所(一時退避場所、火災時退避場所)、避難所の名称、所在

地、対象地区及び対象人口  

なお、指定緊急避難場所に避難したホームレスについて、住民票の有

無等に関わらず適切に受け入れられるよう、地域の実情や他の避難者の

心情等について勘案しながら、あらかじめ受け入れる方策について定め

るよう努めるものとする。 

(略) 

災計画の修正

の反映 

 

(防災基本計画

の 修 正

(R2.5.29)を踏

まえた修正) 

71 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

72 

第５節 避難に関する意識啓発 

１ 市における措置 

市は、市民が的確な避難行動をとることができるようにするため、緊急避

難場所(一時退避場所、火災時退避場所)・避難所・災害危険地域等を明示し

た防災マップ、洪水時の浸水想定区域及び浸水深を示したハザードマップ、

広報誌・ＰＲ紙などを活用して広報活動を実施し、市民の意識啓発を図るも

のとする。 

(略)  

 (2) 避難のための知識の普及 

市及び県は、必要に応じて、次の事項につき住民に対して、普及のため

の措置をとるように努める。 

ア (略)  

イ 避難時における知識  

・(略)  

・(略)  

・避難時の周囲の状況等により、指定緊急避難場所(一時退避場所、火

災時退避場所)への移動を行うことがかえって危険を伴う場合等やむ

を得ないと住民等自身が判断する場合は、「近隣の安全な場所」への

移動又は「屋内安全確保」での待避等を行うべきこと 

・(略)  

(略) 

第５節 避難に関する意識啓発 

１ 市及び名古屋地方気象台における措置 

市は、市民が的確な避難行動をとることができるようにするため、緊急

避難場所(一時退避場所、火災時退避場所)・避難所・災害危険地域等を明

示した防災マップ、洪水時の浸水想定区域及び浸水深を示したハザードマ

ップ、広報誌・ＰＲ紙などを活用した広報活動、並びに研修を実施し、市

民の意識啓発を図るものとする。 

(略)  

 (2) 避難のための知識の普及 

市、県及び名古屋地方気象台は、必要に応じて、次の事項につき住民

に対して、普及のための措置をとるように努める。 

ア (略)  

イ 避難時における知識  

・(略)  

・(略)  

・避難時の周囲の状況等により、指定緊急避難場所(一時退避場所、火

災時退避場所)への移動を行うことがかえって危険を伴う場合等やむ

を得ないと住民等自身が判断する場合は、「近隣の安全な場所」への

移動又は「屋内安全確保(垂直避難等)」での待避等を行うべきこと 

・(略)  

(略) 

１．県の地域防

災計画の修正

の反映 

 

(実施機関の追

加及び表記の

整理) 
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頁   現行計画(令和2年2月修正) 改正後(令和3年2月修正) 改正理由 

73 第９章 避難所・要配慮者支援・帰宅困難者対策 第９章 避難所・要配慮者支援・帰宅困難者対策  

73 

 

 

 

 

 

 

 

基本方針 

○ (略)  

○ (略)  

○ 市は、避難行動要支援者を適切に避難誘導し、安否確認を行うため、地

域住民、自主防災組織、民生委員・児童委員、介護保険事業者、障害福祉

サービス事業者、ボランティア団体等の多様な主体の協力を得ながら、平

常時より、避難行動要支援者に関する情報を把握の上、関係者との共有に

努めることとする。 

○ 社会福祉施設等の管理者は、その施設を利用する者を適切に避難誘導す

るため、市、地域住民、ボランティア団体等の多様な主体と協力体制を図

るものとする。 

(追加) 

 

 

○ 県及び市は、公共交通機関の運行状況によっては、「むやみに移動(帰

宅)を開始しない」という基本原則を積極的に広報することにより、帰宅

困難者の集中による混乱発生の防止に努める必要がある。また、一斉帰宅

を抑制するため、事業者等に対して従業員等を職場等に滞在させることが

できるよう、必要な物資の備蓄等を促すものとする。 

基本方針 

○ (略)  

○ (略)  

○ 市は、避難行動要支援者を適切に避難誘導し、安否確認を行うため、

地域住民、自主防災組織、民生委員児童委員、介護保険事業者、障害福

祉サービス事業者、ボランティア団体等の多様な主体の協力を得ながら、

平常時より、避難行動要支援者に関する情報を把握の上、関係者との共

有に努めることとする。 

○ 社会福祉施設等の管理者は、その施設を利用する者を適切に避難誘導

するため、市、地域住民、ボランティア団体等の多様な主体と協力体制

を図るものとする。 

○ 令和２年における新型コロナウイルス感染症の発生を踏まえ、避難所に

おける避難者の過密抑制など感染症対策の観点を取り入れた防災対策を

推進するものとする。 

○ 県及び市は、公共交通機関の運行状況によっては、「むやみに移動(帰

宅)を開始しない」という基本原則を積極的に広報することにより、帰宅

困難者の集中による混乱発生の防止に努める必要がある。また、一斉帰

宅を抑制するため、事業者等に対して従業員等を職場等に滞在させるこ

とができるよう、必要な物資の備蓄等を促すものとする。 

２．碧南市各部

局における活

動の反映等 

 

(表記の整理) 

 

１．県の地域防

災計画の修正

の反映 

 

(防災基本計画

の 修 正

(R2.5.29)を踏

まえた修正) 

73 主な機関の措置 

区   分 機 関 名 主 な 内 容 

第１節 

避難所の指定・整備 

（市）防災課 (略) 

第２節 

要配慮者支援対策 

（市）防災課、高齢介護課、福祉

課、地域協働課、社会福祉施設等
管理者 

(略) 

第３節 
帰宅困難者対策 

（市）防災課 (略) 

 

主な機関の措置 

区   分 機 関 名 主 な 内 容 

第１節 

避難所の指定・整備 

（市）本部班(防災課) (略) 

第２節 

要配慮者支援対策 

（市）本部班(防災課)、要配慮者支援

班(高齢介護課)、福祉班(福祉課)、地

域班(地域協働課)、 

社会福祉施設等管理者 

(略) 

第３節 
帰宅困難者対策 

（市）本部班(防災課) (略) 

 

２．碧南市各部

局における活

動の反映等 

 

(表記の整理) 
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頁   現行計画(令和2年2月修正) 改正後(令和3年2月修正) 改正理由 

74 

 

74 

 

 

 

 

 

 
 

75 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１節 避難所の指定・整備 

１ 市における措置 

(略)  

(2) 指定避難所の指定 

ア (略) 

(追加) 

 

 

イ (略) 

ウ (略) 

エ (略) 

オ (略) 

(追加) 

 

 

(3) 避難所が備えるべき設備の整備 

避難所には、内閣府が作成した「避難所における良好な生活環境の確保

に向けた取組指針」を踏まえ、テント、仮設トイレ、マンホールトイレ、

毛布等の整備を図るとともに、空調、洋式トイレ等要配慮者にも配慮した

施設・設備の整備に努める。  

 

 

 

また、緊急時に有効な次の設備について、平時から避難所等に備え付け、

利用できるよう整備しておくよう努めていく。 

 

(略) 

(4) (略) 

(5) 避難所の運営体制の整備 

(略) 

(追加) 

(追加) 

 

 

 

第１節 避難所の指定・整備 

１ 市における措置 

(略)  

(2) 指定避難所の指定 

ア (略) 

イ 上記アの基準に加え、避難所として指定する施設は、耐震性、耐火性

の確保、天井等の非構造部材の耐震対策を図るとともに、バリアフリー

化しておくことが望ましい。 

ウ (略) 

エ (略) 

オ (略) 

カ (略) 

キ 市は、指定管理施設を指定避難所とする場合には、施設の設置者及び

指定管理者との間で、あらかじめ避難所運営に関する役割分担等を明確

にしておくものとする。 

(3) 避難所が備えるべき設備の整備 

避難所には、内閣府が作成した「避難所における良好な生活環境の確

保に向けた取組指針」を踏まえ、テント、仮設トイレ、マンホールトイレ、

毛布等の整備を図るとともに、マスク、消毒液の備蓄に努める。さらに、

空調、洋式トイレ等要配慮者にも配慮した施設・設備の整備に努める。  

なお、バリアフリー化がされていない施設を避難所とした場合には、

要配慮者が利用しやすいよう障害者用トイレ、スロープ等の仮設に努め

る。 

また、必要に応じ指定避難所の電力容量の拡大に努めるとともに、緊

急時に有効な次の設備について、平時から避難所等に備え付け、利用でき

るよう整備しておくよう努めていく。 

(略) 

(4) (略) 

(5) 避難所の運営体制の整備 

(略) 

エ 市は、避難所でのペット同行避難者の受入体制について検討する。 

オ  市は、避難所に避難したホームレスについて、住民票の有無等に関

わらず適切に受け入れられるよう、地域の実情や他の避難者の心情等

について勘案しながら、あらかじめ受け入れる方策について定めるよ

う努めるものとする。 

１．県の地域防

災計画の修正

の反映 

 

(国のガイドラ

イン等に基づ

く修正) 

 

 

 

 

 

 

(防災基本計画

の 修 正

(R2.5.29)を踏

まえた修正) 

 

(表記の整理) 

 

(防災基本計画

の 修 正

(R2.5.29)を踏

まえた修正) 

 

 

(国のガイドラ

イン等に基づ

く修正) 
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75 

 

(追加) 

 

カ  新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策について、感染症患者が

発生した場合の対応を含め、県が作成した「避難所における新型コロ

ナウイルス感染拡大予防ガイドライン」などを参考に、平常時から防

災担当部局と保健福祉担当部局が連携して取組を進めるとともに、必

要な場合には、ホテルや旅館等の活用等を含めて検討するよう努める

ものとする。 

(防災基本計画

の 修 正

(R2.5.29)を踏

まえた修正) 

 

76 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

77 

 

 

第２節 要配慮者支援対策 

１ 県、市及び社会福祉施設等管理者における措置 

(1) 社会福祉施設等における対策 

(略)  

イ 緊急連絡体制の整備 

市及び施設等管理者は、災害の発生に備え、消防機関等への緊急通報

のための情報伝達手段の整備を図るものとする。 

(略)  

(追加) 

 

 

 

(略)  

(2) 在宅者の要配慮者対策  

(略)  

イ 応援協力体制の整備 

(略)  

(追加)  

 

(略)  

(4) 外国人等に対する対策 

(略) 

オ 災害時に多言語情報の提供を行う愛知県災害多言語支援センターや

県国際交流協会の「多言語情報翻訳システム」の活用等が図られるため

の体制整備を推進する。 

(略) 

第２節 要配慮者支援対策 

１ 県、市及び社会福祉施設等管理者における措置 

(1) 社会福祉施設等における対策 

(略)  

イ 緊急連絡体制の整備 

市及び施設等管理者は、風水害等災害の発生に備え、消防機関等への

緊急通報のための情報伝達手段の整備を図るものとする。 

(略)  

オ  非常用電源の確保等 

病院、要配慮者に関わる社会福祉施設等の人命に関わる重要施設の

管理者は、発災後 72時間の事業継続が可能となる非常用電源を確保す

るよう努めるものとする。 

(略)  

(2) 在宅者の要配慮者対策 

(略)  

イ 応援協力体制の整備 

(略)  

◆資料編（資料１２－５９）災害時における要介護高齢者の安否確認

等に関する協定書 

(略)  

(4) 外国人等に対する対策 

(略) 

オ 災害時に多言語情報の提供を行う愛知県災害多言語支援センターの

体制整備を推進する。 

 

(略) 

２．碧南市各部

局における活

動の反映等 

 

(表記の整理) 

 

１．県の地域防

災計画の修正

の反映 

 

(防災基本計画

の 修 正

(R2.5.29)を踏

まえた修正) 

 

(表記の整理) 

 

２．碧南市各部

局における活

動の反映等 

 

(表記の整理) 
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80 第１０章 広域応援体制の整備 第１０章 広域応援体制の整備  

80 

 

 

 

 

主な機関の措置 

区   分 機関名 主  な  措  置 

第１節 
資料の整備 

（市）防災課 (略) 

第２節 
広域応援体制の整備 

（市）防災課 (略) 

第３節 
応援部隊等に係る広域応
援体制の整備 

（市）防災課 
消防署 

(略) 

第４節  
支援物資の円滑な受援供
給体制の整備 

（市）防災課 (略) 

 

主な機関の措置 

区   分 機関名 主  な  措  置 

第１節 
資料の整備 

（市）本部班(防災課) (略) 

第２節 
広域応援体制の整備 

（市）本部班(防災課) 、情報・
調整班（秘書情報課） 

(略) 

第３節 
応援部隊等に係る広域応
援体制の整備 

（市）本部班(防災課) 
消防署 

(略) 

第４節  
支援物資の円滑な受援供
給体制の整備 

（市）本部班(防災課) 、供給
班（商工課） 

(略) 

 

２．碧南市各部

局における活

動の反映等 

 

(表記の整理) 

 

 

 

80 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

81 

 

 

 

第２節 広域応援体制の整備 

１ 応援協定の締結等 

(1)相互応援協定 

市は、災害対策基本法第４９条の２に基づき、県、市町村等との相互応

援に関する協定の締結に努めるものとする。 

(追加) 

 

 

 

(2)民間団体等との協定 

県及び市は、災害対策基本法第４９条の３に基づき、民間団体等と応援

協定を締結するなど必要な措置を講ずることにより、各主体が災害発生時

に迅速かつ効果的な災害応急対策を行えるよう努めるものとする。民間団

体等に委託可能な災害対策に係る業務(被災情報の整理、支援物資の管

理・輸送等)については、あらかじめ、民間団体等との間で協定を締結し

ておく、輸送拠点として活用可能な民間団体等の管理する施設を把握して

おくなど協力体制を構築し、民間団体等のノウハウや能力等を活用するも

のとする。また、相互支援体制や連携体制の整備に当たっては、実効性の

確保に留意すること。 

 

(略) 

第２節 広域応援体制の整備 

１ 応援協定の締結等 

(1) 相互応援協定の締結 

市は、災害対策基本法第４９条の２に基づき、県、市町村等との相互

応援に関する協定の締結に努めるものとする。 

(2) 技術職員の確保 

県及び市は、土木・建築職などの技術職員が不足している市町村への中

長期派遣等による支援を行うため、技術職員の確保及び災害時の派遣体制

の整備に努めるものとする。 

(3) 民間団体等との協定の締結等 

県及び市は、災害対策基本法第４９条の３に基づき、民間団体等と応

援協定を締結するなど必要な措置を講ずることにより、各主体が災害発

生時に迅速かつ効果的な災害応急対策を行えるよう努めるものとする。

民間団体等に委託可能な災害対策に係る業務(被災情報の整理、支援物資

の管理・輸送等)については、あらかじめ、民間団体等との間で協定を締

結しておく、輸送拠点として活用可能な民間団体等の管理する施設を把

握しておくなど協力体制を構築し、民間団体等のノウハウや能力等を活

用するものとする。また、相互支援体制や連携体制の整備に当たっては、

訓練等を通じて、発災時の連絡先、要請手続等の確認を行うなど、実効

性の確保に留意すること。 

(略) 

１．県の地域防

災計画の修正

の反映 

(表記の整理) 

 

(防災基本計画

の 修 正

(R2.5.29)を踏

まえた修正) 
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81 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 防災活動拠点の確保等及び受援体制の整備 

(1) 防災活動拠点の確保等 

市は、円滑に国等からの広域的な応援を受けることができるよう、自衛

隊・警察・消防を始めとする応援部隊等の展開及び宿営の拠点、資機材・

物資の集結・集積に必要となる拠点、緊急輸送ルート等の確保、整備及び

これらの拠点等に係る関係機関との情報の共有に努めるものとする。 

なお、緊急輸送ルート等の確保にあたっては、多重化や代替性・利便性

等を考慮しつつ、災害発生時の緊急輸送活動のために確保すべき道路、港

湾、漁港、飛行場等の輸送施設及びトラックターミナル、卸売市場、展示

場、体育館等の輸送拠点について把握・点検するものとする。 

 

 

 

なお、本市の防災活動拠点は第３編第４章第６節２のとおり。 

(追加) 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 訓練、検証等 

(略) 

(略)  

３ 防災活動拠点の確保等及び受援体制の整備 

(1) 防災活動拠点の確保等 

市は、円滑に国等からの広域的な応援を受けることができるよう、自

衛隊・警察・消防を始めとする応援部隊等の展開及び宿営の拠点、資機

材・物資の集結・集積に必要となる拠点、緊急輸送ルート等の確保、整

備及びこれらの拠点等に係る関係機関との情報の共有に努めるものとす

る。 

なお、緊急輸送ルート等の確保にあたっては、多重化や代替性・利便

性等を考慮しつつ、災害発生時の緊急輸送活動のために確保すべき道路、

港湾、漁港、飛行場等の輸送施設及びトラックターミナル、卸売市場、

展示場、体育館等の輸送拠点について把握・点検するものとする。 

また、国(国土交通省)、県及び市は、防災機能を有する道の駅を地域

の防災拠点として位置付け、その機能強化に努めるものとする。 

なお、本市の防災活動拠点は第３編第４章第６節２のとおり。 

(2) 受援体制の整備 

   県及び市町村は、国や他の地方公共団体等からの応援職員等を迅速・

的確に受け入れて情報共有や各種調整等を行うための受援体制の整備に

努めるものとする。特に、庁内全体及び各業務担当部署における受援担

当者の選定や応援職員等の執務スペース等の確保を行うものとする。 

    また、県及び市町村は、訓練等を通じて、被災市区町村応援職員確保

システムを活用した応援職員の受け入れについて、活用方法の習熟、発

災時における円滑な活用の促進に努めるものとする。 

(3) 訓練、検証等 

(略) 

(略) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(防災基本計画

の 修 正

(R2.5.29)を踏

まえた修正) 

 

 

82 

 

 

 

 

 

 

第４節 支援物資の円滑な受援供給体制の整備 

１  県及び市における措置 

(1) 災害時の円滑な物流に向けた体制の検討  

県及び市は、円滑に国等からの支援物資の受入・供給を行うため、広域

物資輸送拠点や地域内輸送拠点等(以下、「物資拠点」という。)の見直し

を始め、物資拠点における作業体制等について検討を行うとともに、関係

機関との情報の共有に努めるものとする。 

 

第４節 支援物資の円滑な受援供給体制の整備 

１  県及び市における措置 

(1) 災害時の円滑な物流に向けた体制の検討  

県及び市は、円滑に国等からの支援物資の受入・供給を行うため、広

域物資輸送拠点や地域内輸送拠点等(以下、「物資拠点」という。)の見直

しを始め、物資拠点における作業体制等について検討を行うとともに、

関係機関との情報の共有に努めるものとする。 

また、緊急輸送が円滑に実施されるよう、あらかじめ、運送事業者等と

１．県の地域防

災計画の修正

の反映 

 

(表記の整理) 

 

(防災基本計画
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83 

83 

 

 

 

 

(略)  

物資の保管、荷捌き及び輸送に係る協定を締結するなど体制の整備に努め

るものとする。この際、県及び市は、災害時に物資拠点から指定避難所等

までの輸送手段を含めた体制が速やかに確保できるよう、あらかじめ、適

切な物資拠点を選定しておくよう努めるものとする。 

(略) 

の 修 正

(R2.5.29)を踏

まえた修正)  

84 第１１章 防災訓練及び防災意識の向上 第１１章 防災訓練及び防災意識の向上  

84 

 

 

 

 

 

基本方針 

○ 市は、防災週間、水防月間、土砂災害防止月間、山地災害防止キャンペ

ーン、全国火災予防運動、文化財防火デー等を通じ、積極的かつ継続的に

防災訓練を実施するものとする。 

○ 災害を最小限に食い止めるには、市等防災関係機関による災害対策の推

進はもとより、市民の一人ひとりが日ごろから各種災害についての認識を

深め、災害から自らを守るとともにお互いに助け合うという意識と行動が

必要であるため、市は、防災訓練、教育、広報、市民相談等を通じて防災

意識の向上を図る。 

(略)  

 

主な機関の措置 

区   分 機 関 名 主 な 内 容 

第１節 
防災訓練の実施 

（市）防災課、施設を管理する課、 
消防署 

(略) 

（市）防災課、 
消防署、学校教育課 

(略) 

第２節 
防災のための意識啓
発・広報 

（市）防災課、 
消防署 

(略) 

第３節 
防災のための教育 

（市）防災課、 
学校教育課、 

(略) 

防災関係機関 (略) 
 

基本方針 

○ 市は、「自らの命は自らが守る」という意識の徹底や、地域の災害リスク

ととるべき避難行動等についての住民の理解を促進するため、行政主導の

ソフト対策のみでは限界があることを前提とし、住民主体の取組を支援・

強化することにより、社会全体としての防災意識の向上を図るものとする。 

○ 市は、防災週間、水防月間、土砂災害防止月間、山地災害防止キャンペ

ーン、全国火災予防運動、文化財防火デー等を通じ、積極的かつ継続的に

防災訓練を実施するものとする。 

 

（略） 

 

主な機関の措置 

区   分 機 関 名 主 な 内 容 

第１節 
防災訓練の実施 

（市）本部班(防災課)、施設を管理する課、 
消防署 

(略) 

（市）本部班(防災課)、こども班（こども課）、
学校教育班(学校教育課) 
消防署 

(略) 

第２節 
防災のための意識啓
発・広報 

（市）本部班(防災課)、要配慮者支援班（高齢
介護課）、福祉班（福祉課） 
消防署、県警察、名古屋地方気象台 

(略) 

第３節 
防災のための教育 

（市）本部班(防災課)、こども班（こども課）、
学校教育班(学校教育課) 

(略) 

防災関係機関 (略) 
 

１．県の地域防

災計画の修正

の反映 

 

(防災基本計画

の修正を踏ま

えた修正)  

(実施機関の追

加) 

２．碧南市各部

局における活

動の反映等 

 

(表記の整理) 

 

 

 

87 

 

第２節 防災のための意識啓発・広報 

１ 市及び消防署における措置 

第２節 防災のための意識啓発・広報 

１ 市及び消防署における措置 
１．県の地域防

災計画の修正
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87 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

88 

 

 

 

(1) 防災意識の啓発 

市は、災害発生時等に市民が的確な判断に基づき行動できるよう、県や

防災関係機関、民間事業者等と協力して、次の事項を中心に防災について

の正しい知識、防災対応等について啓発する。 

 

また、災害に関するビデオなどにより、防災教育の推進を図る。 

 

 

 

さらに、防災に関する様々な動向や各種データを分かりやすく発信するよう

努める。 

(略) 

(2) 防災に関する知識の普及 

市は、防災週間、水防月間、土砂災害防止月間、山地災害防止キャンペ

ーン等を通じ、各種講習会、イベント等を開催し、水防・土砂災害・二次

災害防止に関する総合的な知識の普及に努めるものとする。  

また、市は、地域と連携を図り、地域の実情に応じた防災の教育及び普

及促進を図る。 

 

 

 

 

 

 

(3) 家庭内備蓄等の推進 

市は、災害発生時にはライフラインの途絶等の事態が予想され、食料、

携帯トイレ・簡易トイレ、トイレットペーパー等その他生活必需品の入手

が困難になる恐れがあるため、飲料水、食料その他の生活必需品について、

可能な限り1週間分程度、最低でも 3日間分の家庭内備蓄を推進する。 

 

 

 

また、保険・共済等の生活再建に向けた事前の備え等について、普及啓

発を図るものとする。 

(略)  

(1) 防災意識の啓発 

市は、市民が「自らの命は自らが守る」という意識を持ち、自らの判

断で避難行動をとることができるよう、県や防災関係機関、民間事業者等

と協力して、次の事項を中心に防災についての正しい知識、防災対応等に

ついて啓発する。 

また、災害に関するビデオなどにより、防災教育の推進を図る。 

名古屋地方気象台は、市民が防災気象情報を活用し的確な防災行動をと

ることができるよう、県、市町村及び防災関係機関と協力して、次の事項

のア、オ～キについて解説を行い、啓発を図る。 

さらに、防災に関する様々な動向や各種データを分かりやすく発信するよ

う努める。 

(略) 

(2) 防災に関する知識の普及 

市は、防災週間、水防月間、土砂災害防止月間、山地災害防止キャンペ

ーン等を通じ、各種講習会、イベント等を開催し、水防・土砂災害・二次

災害防止に関する総合的な知識の普及に努めるものとする。 

また、市は、地域と連携を図り、地域の実情に応じた防災の教育及び普

及促進を図るとともに、各地域において、防災リーダーの育成等、自助・

共助の取組が適切かつ継続的に実施されるよう、水害・土砂災害・防災気

象情報に関する専門家の活用を図るものとする。 

さらに、防災(防災・減災への取組実施機関)と福祉(地域包括支援セン

ター・ケアマネジャー、障害福祉サービス事業者等)の連携により、要配

慮者(高齢者、障害者その他の特に配慮を要する者)に対し、適切な避難行

動に関する理解の促進を図るものとする。 

(3) 家庭内備蓄等の推進 

市は、災害発生時にはライフラインの途絶等の事態が予想され、食料、

携帯トイレ・簡易トイレ、トイレットペーパー等その他生活必需品の入手

が困難になる恐れがあるため、飲料水、食料その他の生活必需品について、

可能な限り 1週間分程度、最低でも3日間分の家庭内備蓄を推進するとと

もに、マスク、消毒液、体温計といった感染防止対策資材について、でき

るだけ携行して避難するよう呼びかける。さらに、自動車へのこまめな満

タン給油を呼びかける。 

また、保険・共済等の生活再建に向けた事前の備え等について、普及

啓発を図るものとする。 

(略) 

の反映 

 

(防災基本計画

の修正を踏ま

えた修正、対策

の追加) 

(防災基本計画

の 修 正

(R2.5.29)を踏

まえた修正) 
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90 第１２章 防災に関する調査研究の推進 第１２章 防災に関する調査研究の推進  

90 

 

 

 

主な機関の措置 

区   分 機 関 名 主 な 内 容 

第１節 
防災に関する調査研究の
推進 

（市）防災課 (略) 
１(3) 防災マップの作成 
 
(略) 

 

主な機関の措置 

区   分 機 関 名 主 な 内 容 

第１節 
防災に関する調査研究の
推進 

（市）本部班(防災課)、 土木
施設管理班（土木港湾課） 

(略) 
１(3) 防災アセスメントの実施及

び防災カルテ等の整備 
(略) 

 

２．碧南市各部

局における活

動の反映等 

 

(表記の整理) 

90 

 

 

第１節 防災に関する調査研究の推進 

１ 市における措置 

(略)  

(3) 防災アセスメントの実施及び防災カルテ等の整備 

市は、危険地域の把握、危険地区の被害想定等各種の調査研究による成

果を活用し、災害危険性を地域の実状に即して的確に把握するための、防

災アセスメントを積極的に実施する。また、コミュニティレベル(集落単

位、自治会単位、学校区単位、自主防災組織単位等)でのきめ細かな防災

カルテ・防災マップの作成を積極的に推進する。 

 

(略) 

第１節 防災に関する調査研究の推進 

１ 市における措置 

(略)  

(3) 防災アセスメントの実施及び防災カルテ等の整備 

市は、地域の水害・土砂災害リスクや災害時にとるべき行動について普

及啓発するとともに、危険地域の把握、危険地区の被害想定等各種の調査

研究による成果を活用し、災害危険性を地域の実状に即して的確に把握す

るための、防災アセスメントを積極的に実施する。また、コミュニティレ

ベル(集落単位、自治会単位、学校区単位、自主防災組織単位等)でのきめ

細かな防災カルテ・防災マップの作成を積極的に推進する。 

(略) 

１．県の地域防

災計画の修正

の反映 

 

(防災基本計画

の 修 正

(R2.5.29)を踏

まえた修正) 

92 第３編 災害応急対策 第３編 災害応急対策  

92 第１章 活動態勢(組織の動員配備) 第１章 活動態勢(組織の動員配備)  

92 基本方針 

○ 市長は、災害対策基本法第２３条の２の規定に基づき、応急対策の推進

を図る中心的な組織としてそれぞれの災害対策本部を速やかに設置し、そ

の活動態勢を確立する。 

○ 一定規模以上の災害が発生した際における災害救助事務について、県又

は救助実施市（令和元年 12 月 2 日名古屋市指定）が救助の主体となり災

基本方針 

○ 市長は、災害対策基本法第２３条の２の規定に基づき、応急対策の推

進を図る中心的な組織としてそれぞれの災害対策本部を速やかに設置し、

その活動態勢を確立する。 

(削除) 

２．碧南市各部

局における活

動の反映等 

 

(表記の整理) 
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害救助を実施する。 

92 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

93 

主な機関の措置 

区   分 機 関 名 主 な 内 容 

第１節 
災害対策本部の設置・
運営 

（市）防災課 １(1) 市災害対策本部の設置 
１(2) 組織及び活動体制 
１(3) 市災害対策本部設置の県等への報告 
１(4) 勤務時間外における体制の整備 
１(5) 本部長（市長）不在時における意思決定 
１(6) 本部員会議 
１(7) 本部組織及び本部各班の分担事務 
１(8) 標識等 

防災関係機関 ２(1) 非常配備の基準 
２(2) 配備編成 
２(3) 非常連絡及び動員 
２(4) 惨事ストレス対策 

第２節 
職員の派遣要請 

（市）防災課 (略) 

第３節  
災害救助法の適用 

県 (略) 
(追加) 

（市）防災課 (略) 

日本赤十字社 
愛知県支部 

(略) 

 

主な機関の措置 

区   分 機 関 名 主 な 内 容 

第１節 
災害対策本部の設置・運
営 

（市）本部班(防
災課) 

１(1) 市災害対策本部の設置 
１(2) 組織及び活動体制 
１(3) 市災害対策本部設置の県等への報告 
１(4) 勤務時間外における体制の整備 
１(5) 本部長（市長）不在時における意思決定 
１(6) 本部員会議 
１(7) 本部組織及び本部各班の分担事務 
１(8) 標識等 
２(1) 非常配備の基準 
２(2) 配備編成 
２(3) 非常連絡及び動員 
２(4) 惨事ストレス対策 

第２節 
職員の派遣要請 

（市）本部班(防
災課) 

(略) 

第３節  
災害救助法の適用 

県 (略) 
1(6) 災害救助法が適用された場合の留意事項 

（市）本部班(防
災課) 

(略) 

日本赤十字社 
愛知県支部 

(略) 
 

２．碧南市各部

局における活

動の反映等 

 

(表記の整理) 

 

１．県の地域防

災計画の修正

の反映 

 

(災害救助法に

係る名古屋市

の救助実施市

指定に伴う修

正) 

93 

 

95 

96 

 

第１節 災害対策本部の設置・運営 

(略) 

２ 職員動員計画 

(略) 

(1) 非常配備の基準 

職員の非常配備体制は、次の基準により行うものとする。 

種  別 配 備 時 期 配 備 内 容 摘  要 

(略)     

第１次 
非常配備 
警戒体制 

１ (略)  
(略) 
(12)矢作川はん濫警戒情報 

(略) 

(略) (略) 

(略)     
 

第１節 災害対策本部の設置・運営 

(略) 

２ 職員動員計画 

(略) 

(1) 非常配備の基準 

職員の非常配備体制は、次の基準により行うものとする。 

種  別 配 備 時 期 配 備 内 容 摘  要 

(略)     

第１次 
非常配備 
警戒体制 

１ (略)  
(略) 
(12)矢作川氾濫警戒情報 

(略) 

(略) (略) 

(略)     
 

２．碧南市各部

局における活

動の反映等 

 

(表記の整理) 
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99 

 

99 

 

 

100 

 

 

第３節  災害救助法の適用 

１  県における措置 

(1) 災害救助法の適用  

知事は災害救助法に定める程度の災害が発生した市の区域について、災

害救助法を適用する。  

(略)  

(5) 日本赤十字社愛知県支部への委託  

知事は、医療及び助産の実施に関して必要な事項を日本赤十字社愛知県

支部に委託する。ただし、必要がある場合は、知事は委任に関わらず医療

及び助産のために必要な措置を講じる。 

(追加) 

 

 

 

 

 

３  日本赤十字社愛知県支部における措置(災害救助法第 15、16 条)  

日本赤十字社愛知県支部は、その使命に鑑み、救助に協力するとともに、

知事の委託を受けて、医療及び助産を行う。 

(追加) 

 

第３節  災害救助法の適用 

１  県における措置 

(1) 災害救助法の適用  

知事は災害救助法に定める程度の災害が発生した市(救助実施市を除

く。以下この節において同じ。)の区域について、災害救助法を適用する。  

(略)  

(5) 日本赤十字社愛知県支部への委託  

知事は、医療及び助産等の実施に関して必要な事項を日本赤十字社愛

知県支部に委託する。ただし、必要がある場合は、知事は委任に関わらず

医療及び助産等のために必要な措置を講じる。 

(6)災害救助法が適用された場合の留意事項 

知事は、救助実施市を含む複数の市町村に災害救助法が適用されるよう

な大規模災害時には、災害救助法に基づき県の広域調整の下で救助を実施

するため、被災者に公平かつ迅速な救助を行えるよう、災害救助に係る愛

知県資源配分計画に基づき、救助実施市の長と必要な情報を共有し、救助

を行うものとする。 

３  日本赤十字社愛知県支部における措置(災害救助法第 15、16 条)  

日本赤十字社愛知県支部は、その使命に鑑み、救助に協力するとともに、

知事及び救助実施市の長の委託を受けて、次に掲げる事項を行う。 

(1) 避難所の設置の支援として、生活環境の整備及びこころのケアを行う。 

(2) 医療、助産及び死体の処理(一時保存を除く。)を行う。 

１．県の地域防

災計画の修正

の反映 

 

(災害救助法に

係る名古屋市

の救助実施市

指定に伴う修

正及び災害救

助法に基づく

救助に係る日

本赤十字社へ

の委託事項の

範囲が拡大さ

れたことに伴

う修正) 

 

 

101 第２章 避難行動 第２章 避難行動  

101 

 

 

102 

 

 

 

 

主な機関の措置 
区   分 機 関 名 主 な 内 容 

第１節 

気象警報等の発

表、伝達 

名古屋地方気象台 (略) 

中部地方整備局、県 ２(1) 洪水予報の発表・伝達 

３ 水防警報の発表・伝達 

(追加) 

５ 土砂災害緊急情報の発表・伝達 

(略) (略) 

（市）防災課、経営企画課 (略) 

主な機関の措置 
区   分 機 関 名 主 な 内 容 

第１節 

気象警報等の発

表、伝達 

名古屋地方気象台 (略) 

中部地方整備局、県 ２(1) 洪水予報の発表・伝達 

３ 水防警報の発表・伝達 

４ 土砂災害警戒情報の発表・伝達 

５ 土砂災害緊急情報の発表・伝達 

(略) (略) 

（市）本部班(防災課)、広

報班(経営企画課) 

(略) 

２．碧南市各部

局における活

動の反映等 

 

(表記の整理) 
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102 

 

 

 

 

 

 

その他防災関係機関 (略) 

第２節 

避難勧告 

（市）防災課 1(1) 避難勧告・指示等 
1(2) 知事等への助言の要求 
1(3) 報告（災害対策基本法第60条第4項） 
1(4) 他市町村又は県に対する応援要求 
(追加) 

水防管理者 (略) 

(追加) 

県警察（警察官） 3(1) 警察官職務執行法第4条による措置 
3(2) 災害対策基本法第61条による指示 
3(3) 報告・通知等（報告・警察官職務執行

法第4条第2項）（通知及び報告・災害
対策基本法第61条第2項及び第3項） 

第四管区海上保安本部（海上
保安官） 

4(1) 災害対策基本法第61条による指示 
4(2) 報告・通知等（通知及び報告・災害対

策基本法第61条第2項及び第3項） 

名古屋地方気象台、中部地方
整備局 

5(1) 市長への助言 

自衛隊（自衛官） 6(1) 避難等の措置 
6(2) 報告（自衛隊法第94条） 

避難者等 7 避難の準備 

（市）防災課 (略) 

第３節 
住民等の避難誘
導 

（市）防災課、地域協働課、
高齢介護課、福祉課、消防署 

(略) 

 

その他防災関係機関 (略) 

第２節 

避難勧告等 

（市）本部班(防災課)、広
報班（経営企画課） 

1(1) 避難勧告等 
1(2) 知事等への助言の要求 
1(3) 報告（災害対策基本法第60条第4項） 
1(4) 他市町村又は県に対する応援要求 
1(5) 避難の勧告・指示の内容 
1(6) 避難の措置と周知 

水防管理者 (略) 

県 3(1) 洪水等のための立退きの指示 
3(2) 地すべりのための立退き指示 
3(3) 通知(地すべり等防止法第25条) 
3(4) 市町村への助言、ホットラインによる情報

提供・共有 
3(5) 市町村の事務の代行 
3(6) 第四管区海上保安部、自衛隊、県警察に対

する応援要請 
3(7) 他市町村に対する応援指示 

県警察（警察官） 4(1) 警察官職務執行法第4条による措置 
4(2) 災害対策基本法第61条による指示 
4(3) 報告・通知等（報告・警察官職務執行法第

4条第2項）（通知及び報告・災害対策基本
法第61条第2項及び第3項） 

第四管区海上保安本部（海
上保安官） 

5(1) 災害対策基本法第61条による指示 
5(2) 報告・通知等（通知及び報告・災害対策基

本法第61条第2項及び第3項） 

名古屋地方気象台、中部地
方整備局 

6(1) 市長への助言 

自衛隊（自衛官） 7(1) 避難等の措置 
7(2) 報告（自衛隊法第94条） 

避難者等 8 避難の準備 

(削除) (略) 

第３節 
住民等の避難誘
導 

（市）本部班(防災課)、地
域班(地域協働課)、要配慮
者支援班(高齢介護課)、福
祉班(福祉課)、 
消防署 

(略) 

 

 

 

 

 

(表記の整理) 

 

106 

 

 
 

107 

 

 

第２節 避難勧告 

１ 市における措置 

(1)  避難勧告等 

(略) 

ウ ［警戒レベル３］避難準備・高齢者等避難開始 

(略)  

なお、夜間、早朝に避難勧告等を発令するような状況が想定される場

第２節 避難勧告等 

１ 市における措置 

(1) 避難勧告等  

(略) 

ウ ［警戒レベル３］避難準備・高齢者等避難開始 

(略)  

なお、夜間、早朝に避難勧告等を発令するような状況が想定される場

１．県の地域防

災計画の修正

の反映 

 

(表記の整理) 
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107 

 

 

108 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

合には、その前の夕刻時点において［警戒レベル３］避難準備・高齢者

避難開始を発令する。 

(略) 

２ 水防管理者における措置 

８ 避難の勧告・指示の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

９ 避難の措置と周知 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

合には、その前の夕刻時点において［警戒レベル３］避難準備・高齢者

等避難開始を発令する。 

(略) 

 

(5) 避難の勧告・指示の内容 

市長等の避難勧告等を発令する者は、次の内容を明示して実施するも

のとする。 

(1) 避難対象地域 

(2) 避難先（避難所の名称及び所在地等） 

(3) 避難経路 

(4) 避難勧告又は指示の理由 

(5) その他の必要な事項（避難上の留意事項：火災予防、盗難予防、携

行品、服装等） 

(6) 避難の措置と周知 

避難の勧告若しくは指示をした者又は機関は、速やかに関係機関に対

して連絡するとともに、当該地域の住民に対してその内容の周知を図る

ものとする。 

 (1) 住民への周知徹底 

市は、避難の準備情報・勧告・指示を発令した場合、次の方法によ

り市民に対し伝達広報を行うものとする。この場合は情報渉外班（渉外

広報係）が主体となり、迅速・的確に関係機関と緊密な連携をとりなが

ら伝達を行うものとする。 

ア 伝達の方法 

(ｱ) 広報車による伝達 

市、その他の公共機関等の広報車を利用し、関係地区を巡回して

伝達する。 

(ｲ) 同報無線による伝達 

防災行政無線(同報系)にて、一斉あるいは対象地区に伝達する。 

(ｳ) 個別巡回による伝達 

避難を勧告・指示した時が夜間であり、停電時で風雨が激しい

ような場合等においては、市役所、消防署、警察署の職員、消防団

員、連絡委員等により関係地区を巡回し、携帯スピーカー等を利用

して口頭伝達を行うほか、必要があるときは各家庭を個別訪問して

伝達する。 

 

 

 

２．碧南市各部

局における活

動の反映等 

 

(表記の整理) 
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(ｴ) 信号による伝達 

サイレンを利用して、水防法第２０条の規定に基づき愛知県が

定める次の水防信号により伝達する。 

種別 余いん防止サイレン信号 

避難 

約３秒 

   約２秒 

※現在、市においては使用していない。 

(ｵ) ラジオ・テレビ放送等による伝達 

ＮＨＫ、ケーブルテレビ（㈱キャッチネットワーク）、コミュニ

ティーＦＭ（㈱エフエムキャッチ）その他民間放送局に対して、勧

告・指示を行った旨を通知し、関係住民に伝達すべき事項を明示し、

知事を通じて放送について協力を依頼するとともに、インターネッ

トホームページ、電話（携帯電話を含む）、無線、ＦＡＸ等を活用

し周知徹底を図るものとする。 

(ｶ) へきなん防災メールによる伝達 

へきなん防災メール登録者に対して、メール配信にて伝達する。 

    (ｷ) 緊急速報メールによる伝達 

緊急速報メールが受信できる携帯電話等端末に対して、メール配

信にて伝達する。 

※ このほか、災害情報共有システム（Ｌアラート）に情報を提供する

ことにより、テレビ・ラジオや携帯電話、インターネット等の多様で

身近なメディアを通じて住民等が情報を入手できるよう努める。 

イ 伝達の系統 

避難の勧告・指示の伝達系統は、資料編（資料４－５）避難勧告等

伝達系統図による。 

◆資料編（資料４－５）避難勧告伝達系統図 

ウ 避難勧告・指示の内容 

避難勧告・指示の内容は、次のとおりとする。 

(ｱ) 避難対象地域 

(ｲ) 避難先（避難所の名称及び所在地） 

(ｳ) 避難経路 

(ｴ) 勧告又は指示の理由 

(ｵ) その他留意事項（避難上の留意事項：火災予防、盗難予防、携行

品、服装等） 

 

 

 

 

 

２．碧南市各部

局における活

動の反映等 

 

(表記の整理) 
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110 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 水防管理者における措置 

(略)  

(追加) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

エ 夜間や早朝に突発的局地的豪雨が発生した場合における、エリアを限

定した伝達について、市の地域の実情に応じて、エリア限定の有効性や 

課題等を考慮した上で検討する。 

(2) 関係機関の相互連格 

県、県警察、市町村、自衛隊及び第四管区海上保安本部は、避難の措

置を行ったときは、その内容につき相互に通報連絡するものとする。 

２ 水防管理者における措置 

(略)  

３ 県（知事又は知事の命を受けた職員）における措置 

（1）洪水等のための立退きの指示 

水防管理者の指示と同様 

（2）地すべりのための立退き指示 

知事等は地すべりにより危険が切迫していると認めたときは、その地

域内の居住者に対し、立退きを指示する。 

（3）通知（地すべり等防止法第25 条） 

（地すべりのための指示を行った場合） 

 

 

(4) 市町村長への助言、ホットラインによる情報提供・共有 

ア 市町村長への助言 

知事は、市町村長から避難指示（緊急）、避難勧告の対象地域、判断

時期等について助言を求められた場合は、必要な助言を行う。 

また、時機を失することなく避難勧告等が発令されるよう、市町村に

積極的に助言するものとする。 

イ ホットラインによる情報提供・共有 

 「洪水時等危険情報伝達ホットライン」により水位情報等を河川管理者

（建設事務所長）から市町村長へ直接電話連絡を行い、避難勧告等に資

する情報提供を行う。 

（5）市町村長の事務の代行 

知事は、当該災害の発生により市町村が避難の指示等の事務を全部又

は大部分実施できないときは、市町村長に代わって立退き等の勧告又は

指示を行う。 

（6）第四管区海上保安本部、自衛隊、県警察に対する応援要請 

県は、市町村からの避難者の誘導及び移送の実施又はこれに要する要

 

 

 

 

 

２．碧南市各部

局における活

動の反映等 

 

(表記の整理) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

碧南警察署長 知事又はその命を 

受けた職員 
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111 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 県警察（警察官）における措置 

(略) 

４ 第四管区海上保安本部（海上保安官）における措置 

(略) 

５ 名古屋地方気象台及び中部地方整備局における措置 

(略) 

６ 自衛隊（自衛官）における措置 

 (略) 

７ 避難者等における措置 

(略) 

８ 避難の勧告・指示の内容 

(略) 

９ 避難の措置と周知 

(略) 

員及び資機材の応援要求事項の実施が困難な場合、第四管区海上保安本

部、自衛隊、県警察へ応援を要請する。 

（7）他市町村に対する応援指示 

県は、市町村の実施する避難の誘導及び移送につき、特に必要がある

と認めたときは、他市町村に応援するよう指示する。応援の要求を受け

た機関は、これに積極的に協力する。 

４ 県警察（警察官）における措置 

(略) 

５ 第四管区海上保安本部（海上保安官）における措置 

(略) 

６ 名古屋地方気象台及び中部地方整備局における措置 

(略) 

７ 自衛隊（自衛官）における措置 

 (略) 

８ 避難者等における措置 

(略) 

(削除) 

 

(削除) 

 

 

 

 

 

 

２．碧南市各部

局における活

動の反映等 

 

(表記の整理) 

 

 

112 

 

第３節 住民等の避難誘導 

(略) 

１ 住民等の避難誘導 

(略) 

(3) 避難行動要支援者の安否確認、避難誘導の実施にあたっては、社会福祉

施設を含め、民生委員や地域住民と連携して行うものとする。 

(追加) 

 

２ 避難行動要支援者の支援 

(1) 避難行動要支援者の安否確認・避難誘導 

地域住民、自主防災組織、民生委員、児童委員等の避難支援者の協力を

得つつ、避難行動要支援者へ情 報伝達を行うとともに、安否確認・避難

誘導を実施するものとする。 

第３節 住民等の避難誘導 

(略) 

１ 住民等の避難誘導 

(略) 

(3) 避難行動要支援者の安否確認、避難誘導の実施にあたっては、社会福

祉施設を含め、民生委員児童委員や地域住民と連携して行うものとする。 

(4) 市は、指定緊急避難場所に避難したホームレスについて、住民票の有

無等に関わらず適切に受け入れるものとする。 

２ 避難行動要支援者の支援 

(1) 避難行動要支援者の安否確認・避難誘導 

地域住民、自主防災組織、民生委員児童委員等の避難支援者の協力を

得つつ、避難行動要支援者へ情 報伝達を行うとともに、安否確認・避難

誘導を実施するものとする。 

２．碧南市各部

局における活

動の反映等 

 

(表記の整理) 

 

１．県の地域防

災計画の修正

の反映 

(防災基本計画

の 修 正
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114   第３章 災害情報の収集・伝達・広報 第３章 災害情報の収集・伝達・広報  

115 

 

 

主な機関の措置 
 

区   分 機 関 名 主 な 内 容 

第１節 
被害状況等の 
収集・伝達 

（市）防災課、秘書
情報課、経営企画
課、地域協働課、税
務課、国保年金課 

１(1) 被害情報の収集 
１(2) 災害の状況及び応急対策活動情報の県への報告 
１(3) 行方不明者の情報収集 
１(4) 火災、災害即報要領に基づく報告 
１(5) 被災者台帳の作成 
２ 被害状況等の一般的収集、伝達系統 
３ 重要な災害情報の収集伝達 
４ 特殊災害に関する情報の収集及び伝達 
５ 市の災害情報・被害情報の方法 
６ 被害状況の照会・共有 
７ 県に対する被害状況の報告 

(追加) (追加) 

第２節 
通信手段の確保 

（市）防災課、秘書
情報課、防災関係機
関 

(略) 

第３節 
広報 

（市）防災課、経営
企画課、 
防災関係機関 

(略) 

報道機関 (略) 

（市）防災課、経営
企画課、 
防災関係機関 

(略) 

 

主な機関の措置 
 

区   分 機 関 名 主 な 内 容 

第１節 
被害状況等の 
収集・伝達 

（市）本部班(防災
課)、情報・調整班
(秘書情報課)、広
報班(経営企画
課)、地域班(地域
協働課)、巡視・調
査班(税務課)、避
難所班(国保年金
課) 

１(1) 被害情報の収集 
１(2) 災害の状況及び応急対策活動情報の県への報告 
１(3) 行方不明者の情報収集 
１(4) 火災・災害等即報要領に基づく報告 
１(5) 被災者台帳の作成 
３ 被害状況等の一般的収集、伝達系統 
４ 重要な災害情報の収集伝達 
５ 特殊災害に関する情報の収集及び伝達 
６ 市の災害情報・被害情報の方法 
７ 被害状況の照会・共有 
８ 県に対する被害状況の報告 

県 ２(1) 市町村への職員派遣による情報収集 
２(2) 方面本部構成機関による情報収集等 
２(3) 防災ヘリコプター等による災害状況の収集 
２(4) 災害の状況及び応急対策活動情報の国への報告 
２(5) 市町村への連絡 
２(6) ライフライン事業者への情報提供 
２(7) 人的被害の数の一元的な集約・調整 
２(8) 県災害対策本部の設置又は廃止の通知 

第２節 
通信手段の確保 

（市）本部班(防災
課)、情報・調整班
(秘書情報課)、 
防災関係機関 

(略) 

第３節 
広報 

（市）本部班(防災
課)、広報班(経営
企画課)、市民班
（市民課） 
防災関係機関 

(略) 

報道機関 (略) 

（市）本部班(防災
課)、広報班(経営
企画課)、 
防災関係機関 

(略) 

 

２．碧南市各部

局における活

動の反映等 

 

(表記の整理) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



碧南市地域防災計画(風水害対策計画)新旧対照表 
 

36 
 

 

頁   現行計画(令和2年2月修正) 改正後(令和3年2月修正) 改正理由 

115 

 
 

116 

 

 

116 

 

 

 

 

 

 

 

117 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１節 被害状況等の収集・伝達 

１ 市における措置 

(略)  

(4) 火災、災害即報要領に基づく報告 

ア 市は、火災、災害即報要領(昭和５９年１０月１５日消防災第２６７

号。以下「即報要領」という。)に定める (略) 

(略) 

（追加） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１節 被害状況等の収集・伝達 

１ 市における措置 

(略)  

(4) 火災・災害等即報要領に基づく報告 

ア 市は、火災・災害等即報要領(昭和５９年１０月１５日消防災第２

６７号。以下「即報要領」という。)に定める (略) 

(略) 

２ 県（防災安全局、関係局）の措置 

（1）市町村への職員派遣による情報収集 

県は、区域内の市町村において通信手段の途絶等が発生し、被害情報等

の報告が十分なされていないと判断される場合等、必要に応じ市町村に職

員を派遣し、市町村被災状況等の情報収集に努め、派遣された職員は、逐

次、県へ連絡するものとする。 

（2）方面本部構成機関による情報収集等 

方面本部構成機関は、管内区域の被災状況及び応急対策実施状況に関す

る情報の収集に努め、関係局及び方面本部へ連絡する。 

（3）防災ヘリコプター等による災害状況の収集 

県は、防災ヘリコプターや災害対策用指揮車、可搬型衛星通信局、無人

航空機を活用するとともに、調査班を編成し、より積極的に災害状況の収

集を行う。 

（4）災害の状況及び応急対策活動情報の国への報告 

市町村からの報告、自らの調査及び防災関係機関等の情報により、災害

対策基本法第53 条による報告、災害報告取扱要領（昭和 45 年 4 月 10 

日消防防第 246 号）及び即報要領による報告を一体として内閣総理大臣

（消防庁経由）に行うとともに、必要に応じ関係省庁及び関係地方公共団

体に連絡する。 

また、応急対策終了後 20 日以内に災害対策基本法及び消防組織法に基

づく確定報告を行う。 

（5）市町村への連絡 

県は、自ら実施する応急対策の活動状況等を市町村に連絡する。 

（6）ライフライン事業者への情報提供 

県は、情報収集で得た航空写真・画像、地図情報等については、ライフ

ライン施設等の被害状況の早期把握のため、ライフライン事業者等の要望

に応じて、ＧＩＳの活用等による情報提供に努める。 

１．県の地域防

災計画の修正

の反映 

 

(表記の整理) 

 

 

２．碧南市各部

局における活

動の反映等 

 

(表記の整理) 
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118 

 

119 

 

 

120 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 被害状況等の一般的収集、伝達系統 

   (略) 

３ 重要な災害情報の収集伝達 

(略)  

４ 特殊災害に関する情報の収集及び伝達の系統 

(略)  

５ 市の災害情報・被害状況の報告の方法 

(略) 

６ 被害状況の照会・共有 

(略)  

７ 県に対する被害状況の報告 

(略)  

（7）人的被害の数の一元的な集約・調整 

県は、人的被害の数（死者・行方不明者の数）について、一元的な集約・

調整を行う。その際県は、市町村、県警察、自衛隊、第四管区海上保安本

部を始めとする防災関係機関が把握している人的被害の数について収集

し、整理・突合・精査を行う。 

また、県は、人的被害の数について広報を行う際には、市町村等と密接

に連携しながら適切に行うものとする。 

（8）県災害対策本部の設置又は廃止の通知 

県は、愛知県災害対策本部が設置又は廃止されたときは、直ちに関係機

関に通知する。 

３ 被害状況等の一般的収集、伝達系統 

   (略) 

４ 重要な災害情報の収集伝達 

(略)  

５ 特殊災害に関する情報の収集及び伝達の系統 

(略)  

６ 市の災害情報・被害状況の報告の方法 

(略) 

７ 被害状況の照会・共有 

(略)  

８ 県に対する被害状況の報告 

(略) 

 

 

 

 

 

２．碧南市各部

局における活

動の反映等 

 

(表記の整理) 

 

123 

 

124 

 

125 

 

第３節 広報 

(略) 

５ 広報活動の実施方法 

(略) 

(3) 多様な情報手段の活用 

各防災関係機関は、臨時広報紙等の配布、掲示板や緊急速報メール機

能、Ｗｅｂサイト、ソーシャルメディアの利用等あらゆる媒体を有効に

活用して広報活動を行う。 

 

 

 

第３節 広報 

(略) 

５ 広報活動の実施方法    

(略) 

(3) 多様な情報手段の活用 

各防災関係機関は、臨時広報紙等の配布、掲示板や緊急速報メール機

能、Ｗｅｂサイト、ソーシャルメディアの利用等あらゆる媒体を有効に

活用して広報活動を行う。特に、停電や通信障害発生時は、被災者が情

報を得る手段が限られていることから、被災者生活支援に関する情報に

ついてはチラシの貼り出し、配布等の紙媒体や広報車でも情報提供を行

うなど、適切に情報提供を行う。 

１．県の地域防

災計画の修正

の反映 

 

(防災基本計画

の 修 正

(R2.5.29)を踏

まえた修正) 
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(略) (略) 

126 第４章 応援協力・派遣要請 第４章 応援協力・派遣要請  

126 

 

 

 

 

127 

 

主な機関の措置 

区   分 機関名 主  な  措  置 

第１節 
応援協力 

（市）防災課、経営企画課 (略) 

第２節 
応援部隊等による広域
応援等救援隊等 

（市）防災課、経営企画課、 
消防署 

(略) 

第３節 
自衛隊の災害派遣 

（市）防災課、経営企画課 (略) 

第４節 
ボランティアの受入れ 

（市) 防災課、地域協働課、 
社会福祉協議会 

(略) 

第５節 
労務計画 

（市) 防災課、経営企画課 (略) 

第６節 
防災活動拠点の確保 

（市）防災課、経営企画課 (略) 

 

主な機関の措置 

区   分 機関名 主  な  措  置 

第１節 
応援協力 

（市）本部班(防災課)、会計班（会計
課） 

(略) 

第２節 
応援部隊等による広域応
援等救援隊等 

（市）本部班(防災課)、情報・調整班
（秘書情報課） 
消防署 

(略) 

第３節 
自衛隊の災害派遣 

（市）本部班(防災課)、情報・調整班
（秘書情報課）、会計班（会計課） 

(略) 

第４節 
ボランティアの受入れ 

（市) 本部班(防災課)、地域班(地域
協働課)、 
社会福祉協議会 

(略) 

第５節 
労務計画 

（市) 本部班(防災課)、情報・調整班
（秘書情報課） 

(略) 

第６節 
防災活動拠点の確保 

（市）本部班(防災課) (略) 

 

２．碧南市各部

局における活

動の反映等 

 

(表記の整理) 

 

 

 

 

 

131 

 

 

132 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４節 ボランティアの受入れ 

(略) 

２ コーディネーターの役割 

(略) 

また、コーディネーターは、行政機関、協力団体、ボランティア関係団体

等と相互に連携し、ライフラインの復旧や仮設住宅への入居等の状況を踏ま

え、適当な時期以降、被災地の自立をより一層進めるために、ボランティア

活動から地元の自主的な相互扶助等への円滑な移行ができるように努める

ものとする。 

(略) 

３ ボランティア団体等との連携 

市は、社会福祉協議会、県内及び県外から被災地入りしているＮＰＯ等の

ボランティア団体と、情報を共有する場を設置するなどし、被災者のニーズ

や支援活動の全体像を把握し、連携の取れた支援活動を展開するよう努め

第４節 ボランティアの受入れ 

(略) 

２ コーディネーターの役割 

(略) 

また、コーディネーターは、行政機関、協力団体、ＮＰＯ・ボランティ

ア関係団体等と相互に連携し、ライフラインの復旧や仮設住宅への入居等

の状況を踏まえ、適当な時期以降、被災地の自立をより一層進めるために、

ボランティア活動から地元の自主的な相互扶助等への円滑な移行ができる

ように努めるものとする。 

(略) 

３ ＮＰＯ・ボランティア関係団体等との連携 

市は、県内及び県外から被災地入りしているＮＰＯ・ボランティア関係

団体等と、情報を共有する場において、被災者のニーズや支援活動の全体

像を把握し、連携の取れた支援活動を展開するよう努める。また、災害の

１．県の地域防

災計画の修正

の反映 

 

(表記の整理) 

 

 

 

 

(表記の整理及

び防災基本計

画の修正を踏

まえた修正) 
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頁   現行計画(令和2年2月修正) 改正後(令和3年2月修正) 改正理由 

132 る。 

 

４ 協力が予想されるボランティア団体等 

(略) 

 

状況及びボランティアの活動予定を踏まえ、片付けごみなどの収集運搬を

行うよう努める。 

４ 協力が予想されるＮＰＯ・ボランティア関係団体等 

(略) 

 

133 

 

 

 

134 

 

 

 

第６節 防災活動拠点 

１ 市における措置 

(略) 

(2) 当該拠点は、市又は県が応援活動を行う場合の活動拠点としての活用も

図るものとする。 

(追加) 

 

 

 

 

 

２ 防災活動拠点の確保 

防災活動拠点は下記のとおりである。 

拠点名 市町村名 施設名 面積(ha) 

地区防災活動拠点 碧南市 玉津浦グランド 5.1  

 (略) 
 

第６節 防災活動拠点 

１ 市における措置 

(略)  

(2) 当該拠点は、市又は県が応援活動を行う場合の活動拠点としての活用

も図るものとする。 

(3) 物資の輸送拠点について、県及び市は、大規模な災害発生のおそれが

ある場合、事前に物資調達・輸送調整等支援システムを用いて備蓄状況の

確認を行うとともに、あらかじめ登録されている物資の輸送拠点を速やか

に開設できるよう、物資の輸送拠点の管理者の連絡先や開設手続を関係者

間で共有するなど、備蓄物資の提供を含め、速やかな物資支援のための準

備に努めるものとする。 

２ 防災活動拠点の確保 

防災活動拠点は下記のとおりである。 

拠点名 市町村名 施設名 面積(ha) 

地区防災活動拠点 碧南市 碧南市臨海公園 3.7  

 (略) 
 

１．県の地域防

災計画の修正

の反映 

 

(防災基本計画

の 修 正

（R2.5.29）を

踏まえた修正) 

 

 

２．碧南市各部

局における活

動の反映等 

 

(表記の整理) 

 

136 第５章 救出・救助対策 第５章 救出・救助対策  

136 

 

 

 

 

基本方針 

○ 市長（災害救助法が適用された場合は知事及び知事の事務の一部を行う

こととされた市長）、県警察、第四管区海上保安本部は、災害により生命

及び身体が危険となった者を早急に救出し、負傷者については医療機関に

搬送する。 

 

基本方針 

○ 市長（災害救助法が適用された場合は、知事及び救助実施市の長並び

に事務の一部を行うこととされた市長）、県警察、第四管区海上保安本部

は、災害により生命及び身体が危険となった者を早急に救出し、負傷者に

ついては医療機関に搬送する。 

 

１．県の地域防

災計画の修正

の反映 

 

(災害救助法に
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頁   現行計画(令和2年2月修正) 改正後(令和3年2月修正) 改正理由 

136 

 

 

 

 

 

 

 

主な機関の措置 

区   分 機関名 主  な  措  置 

第１節 
救出・救助活動 

（市）防災課、 
消防署、消防団、県警察、自主防災会 
災害発生事業所 

(略) 

第２節 
海上における避難
救出活動 

第四管区海上保安本部 (略) 

第３節 
航空機の活用 

（市）防災課 (略) 

 

主な機関の措置 

区   分 機関名 主  な  措  置 

第１節 
救出・救助活動 

（市）本部班(防災課)、第１医療班（健
康課） 
消防署、消防団、県警察、自主防災会 
災害発生事業所 

(略) 

第２節 
海上における避難
救出活動 

第四管区海上保安本部 (略) 

第３節 
航空機の活用 

（市）本部班(防災課) (略) 

 

係る名古屋市

の救助実施市

指定に伴う修

正等) 

 

２．碧南市各部

局における活

動の反映等 

 

(表記の整理) 

 

136 

137 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１節 救出・救助活動 

１ 市及び消防署における措置 

(1) 市及び消防署は、県警察・第四管区海上保安本部と緊密な連携のもとに

救出を行い、負傷者については、医療機関（救護所を含む。）に搬送する。 

 

(2) 市及び消防署は、自ら救出の実施が困難な場合、他市町村又は県へ救出

の実施又はこれに要する要員及び資機材につき応援を要求する。 

 

(3) 広域的な消防部隊の応援要請を行う必要が生じた場合、消防署長は衣浦

東部広域連合を通じ、「愛知県内広域消防相互応援協定」及び「愛知県消

防広域応援基本計画」並びに「西三河地区消防相互応援協定」の定めると

ころにより消防相互応援要請を行う。 

 

◆資料編（資料１２－５）西三河地区消防相互応援協定書 

(4) 緊急消防援助隊の派遣を受けた被災地の市長（又は委任を受けた消防

長）はこれを指揮し、迅速に重点的な部隊の配置を行う。 

２ 消防団における措置 

要救助者の救助・救出と負傷者に対する止血その他の応急処置を行い、安

全な場所へ搬送を行う。 

 

３ 警察における措置 

第１節 救出・救助活動 

１ 市及び消防署における措置 

(1) 救出活動 

市及び消防署は、県警察・第四管区海上保安本部と緊密な連携のもとに

救出を行い、負傷者については、医療機関（救護所を含む。）に搬送する。 

(2) 他市町村又は県への応援要求 

市及び消防署は、自ら救出の実施が困難な場合、他市町村又は県へ救出

の実施又はこれに要する要員及び資機材につき応援を要求する。 

(3) 広域的な消防部隊の応援要請 

広域的な消防部隊の応援要請を行う必要が生じた場合、消防署長は衣浦

東部広域連合を通じ、「愛知県内広域消防相互応援協定」及び「愛知県消

防広域応援基本計画」並びに「西三河地区消防相互応援協定」の定めると

ころにより消防相互応援要請を行う。 

◆資料編（資料１２－５）西三河地区消防相互応援協定書 

(4) 派遣された緊急消防援助隊の指揮 

緊急消防援助隊の派遣を受けた被災地の市長（又は委任を受けた消防

長）はこれを指揮し、迅速に重点的な部隊の配置を行う。 

２ 消防団における措置（要救助者の救助・救出と負傷者に対する応急処置） 

消防団は、要救助者の救助・救出と負傷者に対する止血その他の応急処

置を行い、安全な場所へ搬送を行う。 

３ 警察における措置 

２．碧南市各部

局における活

動の反映等 

 

(表記の整理) 
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137 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

138 

 

(1) 県警察は、市と緊密な連携のもとに救出救助を行い、負傷者については、

医療機関（救護所を含む。）に搬送する。なお、水没した場合には、第四

管区海上保安本部とも連携を図る。 

 

(2) 県警察は、災害時において被災者の救出活動等を円滑に実施するため、

「災害時における災害救助犬の出動に関する協定」に基づき必要な災害救

助犬の出動を要請する。 

 

４ 自主防災会及び市民における措置(追加) 

自主防災会及び市民は災害発生後の初期救出救助活動を行った後、消防署

等の行う救出救助に積極的に協力する。 

５ 災害発生事業所における措置(追加) 

災害発生事業所等は、自衛消防隊その他の要因により救出活動を実施し、

消防機関等救出機関の到着後はその指揮を受けて救出活動を実施する。 

６ 関係機関における措置(追加) 

応援の要求を受けた機関は、これに積極的に協力する。 

(略)  

８ 災害救助法の適用 

災害救助法が適用された場合、「１ 市及び消防署における措置」は県が

実施機関となるが、当該事務は市長への委任を想定しているため、市が実施

することとなる。 

(略) 

(1) 救出救助、負傷者の医療機関への収容 

県警察は、市と緊密な連携のもとに救出救助を行い、負傷者について

は、医療機関（救護所を含む。）に搬送する。なお、水没した場合には、

第四管区海上保安本部とも連携を図る。 

(2) 災害救助犬の出動要請 

県警察は、災害時において被災者の救出活動等を円滑に実施するため、

「災害時における災害救助犬の出動に関する協定」に基づき必要な災害救

助犬の出動を要請する。 

４ 自主防災会及び市民における措置（救出救助活動への協力） 

自主防災会及び市民は災害発生後の初期救出救助活動を行った後、消防

署等の行う救出救助に積極的に協力する。 

５ 災害発生事業所における措置（自衛消防隊による救出活動） 

災害発生事業所等は、自衛消防隊その他の要因により救出活動を実施し、

消防機関等救出機関の到着後はその指揮を受けて救出活動を実施する。 

６ 関係機関における措置（応援要求機関の協力） 

応援の要求を受けた機関は、これに積極的に協力する。 

(略)  

８ 災害救助法の適用 

災害救助法が適用された場合、「１ 市及び消防署における措置」は県

が同法に基づく救助の実施機関となるが、当該事務については市長への委

任を想定しているため、市が実施することとなる。 

(略) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．県の地域防

災計画の修正

の反映 

(災害救助法に

係る名古屋市

の救助実施市

指定に伴う修

正等) 

 

139 

 

第３節 航空機の活用 

１ 市における措置(追加) 

第３節 航空機の活用 

１ 市における措置（防災ヘリコプターの応援要請） 
２．碧南市各部

局における活

動の反映等 

 

(表記の整理) 

140 第６章 医療救護・防疫・保健衛生対策 第６章 医療救護・防疫・保健衛生対策  
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140 

 

基本方針 

○ 医療救護については、災害医療コーディネーター、医師会、歯科医師会、

薬剤師会、日赤、災害拠点病院、国立病院機構の病院、県立病院、県等広範

囲な協力体制の確立に努めるものと る。 

基本方針 

○ 医療救護については、災害医療コーディネーター、周産期リエゾン、透

析リエゾン、医師会、歯科医師会、薬剤師会、日赤、災害拠点病院、国立病

院機構の病院、県立病院、県等広範囲な協力体制の確立に努めるものと る。 

１．県の地域防

災計画の修正

の反映 

 

(リエゾンの委

嘱に伴う修正) 

 

140 

 

 

 

 

 

主な機関の応急活動 

機関名 事 前       被害発生中              事  後 

県 

    ○災害医療調整本部及び地域災害医療 
対策会議による医療情報収集               

○ＤＭＡＴ及び医療救護班への派遣要請 
○医薬品等の確保 

○広域医療搬送実施のためのＳＣＵの設置 
(追加) 

       ○県域を超えた協力体制の確立  
○ＤＰＡＴの派遣及び派遣要請 

○保健活動及び心のケア 
○防疫組織の編成 
○防疫活動 

 (追加) 

碧南市、 
消防署 

○医療救護所の設置等、地域の医療体制確保 
○地域災害医療対策会議への参画 

○ＤＰＡＴの派遣要請 
○保健活動及び心のケア 
○防疫組織の編成 
○防疫活動 

(略) 
 

主な機関の応急活動 

機関名 事 前       被害発生中              事  後 

県 

    ○保健医療調整本部及び保健医療 
調整会議による保健医療に関する情報収集               

○ＤＭＡＴ及び医療救護班への派遣要請 
○医薬品等の確保 

○広域医療搬送実施のためのＳＣＵの設置 
○地域医療搬送実施のためのＳＣＵの設置 

       ○県域を超えた協力体制の確立  
○ＤＰＡＴの派遣及び派遣要請 
○保健活動及び心のケア 

○防疫組織の編成 
○防疫活動 

○ＤＨＥＡＴの派遣及び派遣要請 

碧南市、 
消防署 

○医療救護所の設置等、地域の医療体制確保 
○保健医療調整会議への参画 

○ＤＰＡＴの派遣要請 
○保健活動及び心のケア 

○防疫組織の編成 
○防疫活動 

(略) 
 

１．県の地域防

災計画の修正

の反映 

 

(表記の整理、

対策の追加及

び災害救助法

に係る名古屋

市の救助実施

市指定に伴う

修正) 

 

 

 

141 

 

 

 

 

 

主な機関の措置 

区   分 機関名 主  な  内  容 

第１節 
医療救護 

（市）健康課 
市民病院 
消防署 
碧南市医師会、 
碧南歯科医師会、 
碧南市薬剤師会 

(略) 

(略) 

主な機関の措置 

区   分 機関名 主  な  内  容 

第１節 
医療救護 

（市）第1医療班(健康課) 
第2医療班（市民病院） 
消防署 
碧南市医師会、 
碧南歯科医師会、 
碧南市薬剤師会 

(略) 

(略) 

２．碧南市各部

局における活

動の反映等 

 

(表記の整理) 
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141 
第２節 
防疫・保健衛生 

（市）環境課、健康課、学校教育
課、国保年金課 

(略) 

 

第２節 
防疫・保健衛生 

（市）環境班(環境課)、第1医療班
(健康課)、学校教育班(学校教育課)、
避難所班(国保年金課) 

(略) 

 

 

 

141 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

142 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

143 

第１節 医療救護 

１ 市、碧南市医師会、碧南歯科医師会、碧南市薬剤師会、消防署における措

置 

(1) 医療救護所の設置及び医療救護班の編成 

  (略) 

イ 発災時は、医療救護本部を市役所内(会議室２)に設置し、碧南市医

師会、碧南市歯科医師会、碧南市薬剤師会及び市第１医療班が参集

する。参集できた人員において、医療救護所開設のための班編成や

勤務体制の確認等の準備を行い、整った時点で現地派遣を行う。そ

の後、被害状況や参集状況に応じて、医療救護班の編成、医療救護

所の開設を行う。 

     ウ 市は、地域災害医療対策会議(発災後７２時間後を目処に設置予定。

開催場所は、被災状況により関係者で検討し決定される。)に参画して、

管内の医療ニーズや医療救護活動を報告するとともに、関係機関との

情報の共有を図り、また、必要に応じて医療チーム等の派遣や、医薬

品供給等の支援を要請する。 

(略) 

(3) 救急搬送の実施 

(略) 

イ 道路や交通機関の不通時等又は遠隔地へ搬送する場合については、県

防災ヘリコプター、自衛隊ヘリコプター等の派遣要請を県に依頼する。 

 

（追加） 

ウ 第四管区海上保安本部は、医療活動場所の提供、災害応急対策等に従

事する者の宿泊について要請があった場合には、海上における災害応急

対策の実施に支障を及ぼさない範囲において、その設備を有する巡視船

で支援を行う。 

(略) 

(5) 血液製剤の確保(市) 

ア (略) 

イ 血液センターと連携を図り、次のとおり血液製剤を確保し、供給する。 

第１節 医療救護 

１ 市、碧南市医師会、碧南歯科医師会、碧南市薬剤師会、消防署における

措置 

(1) 医療救護所の設置及び医療救護班の編成 

  (略) 

  イ 発災時は、医療救護本部を市役所内(会議室２)に設置し、碧南市医

師会、碧南市歯科医師会、碧南市薬剤師会及び市第１医療班が参集

する。その後、被害状況や参集状況に応じて、医療救護班の編成、

医療救護所の開設を行う。 

 

 

ウ 市は、保健医療調整会議(衣浦東部保健所が、発災後７２時間後を目

処に設置予定。開催場所は、被災状況により関係者で検討し決定され

る。)に参画して、管内の医療ニーズや医療救護活動を報告するととも

に、関係機関との情報の共有を図り、また、必要に応じて医療チーム

等の派遣や、医薬品供給等の支援を要請する。 

(略) 

(3) 救急搬送の実施 

(略) 

イ 道路や交通機関の不通時等又は遠隔地及びＳＣＵへ搬送する場合につ

いては、県防災ヘリコプター、自衛隊ヘリコプター等の派遣要請を県に

依頼する。 

ウ 重症患者の緊急空輸については、ドクターヘリを活用する。 

エ 第四管区海上保安本部は、医療活動場所の提供、災害応急対策等に

従事する者の宿泊について要請があった場合には、海上における災害

応急対策の実施に支障を及ぼさない範囲において、その設備を有する

巡視船で支援を行う。 

(略) 

(5) 血液製剤の確保(市) 

ア (略) 

イ 血液センターと連携を図り、次のとおり血液製剤を確保し、供給す

２．碧南市各部

局における活

動の反映等 

 

 

 

 

(表記の整理) 

 

 

 

１．県の地域防

災計画の修正

の反映 

 

(表記の整理) 

 

 

２．碧南市各部

局における活

動の反映等 

 

(表記の整理) 
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143 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ｱ) (略) 

(ｲ) 血液センターの被災等により連絡が不通の場合は保健所から県災

害医療調整本部を通じて日本赤十字社愛知県支部へ要請する。 

(略) 

２ 災害拠点病院における措置 

災害拠点病院は、医療救護班の医療活動を支援するとともに、被災地から

の重傷患者等の受入拠点及び広域搬送の拠点となる。また、地域災害医療対

策会議に参画して、情報共有を図る。 

(略) 

５ 災害救助法の適用 

災害救助法が適用された場合、県が同法に基づく救助の実施機関となる。

ただし、当該災害が局地災害の場合は、当該事務は市町村長への委任を想定

しているため、当該市町村が実施することとなる。 

(略) 

る。 

(ｱ) (略) 

(ｲ) 血液センターの被災等により連絡が不通の場合は保健所から県保

健医療調整本部を通じて日本赤十字社愛知県支部へ要請する。 

(略) 

２ 災害拠点病院における措置 

災害拠点病院は、医療救護班の医療活動を支援するとともに、被災地か

らの重傷患者等の受入拠点及び広域搬送の拠点となる。また、保健医療調

整会議に参画して、情報共有を図る。 

(略) 

５ 災害救助法の適用 

災害救助法が適用された場合、県が同法に基づく救助の実施機関となる。

ただし、当該災害が局地災害の場合は、県が実施機関となる当該事務につ

いては市長への委任を想定しているため、市が実施することとなる。 

(略) 

 

 

 

 

１．県の地域防

災計画の修正

の反映 

 

(表記の整理) 

 

 

143 

 
 

146 

 

第２節 防疫・保健衛生 

１ 市における措置 

(略) 

(9) 動物の保護 

ア (略) 

イ 関係団体が実施する動物救護活動を支援する。 

(略) 

第２節 防疫・保健衛生 

１ 市における措置 

(略) 

(9) 動物の保護 

ア (略)  

イ 獣医師会等関係団体が実施する動物救護活動を支援する。 

(略) 

２．碧南市各部

局における活

動の反映等 

 

(表記の整理) 

147 第７章 交通の確保・緊急輸送対策 第７章 交通の確保・緊急輸送対策  

148 

 

 

 

 

 

主な機関の措置 
区   分 機 関 名 主 な 内 容 

第１節 

道路交通規制等 

（交通規制計画） 

（市）防災課、土木港湾課 

県警察、自衛隊、消防署 

(略) 

第２節 

道路施設対策 

（市）防災課、土木港湾課 
中部地方整備局、 
愛知県道路公社 

(略) 

主な機関の措置 
区   分 機 関 名 主 な 内 容 

第１節 

道路交通規制等 

（交通規制計画） 

（市）本部班(防災課)、土木施設管理班(土
木港湾課) 

県警察、自衛隊、消防署 

(略) 

第２節 

道路施設対策 

（市）本部班(防災課)、土木施設管理班(土
木港湾課) 
中部地方整備局、愛知県道路公社 

(略) 

２．碧南市各部

局における活

動の反映等 

 

(表記の整理) 
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148 

 

 

149 

第３節 

港湾・漁港施設対策 

（市）防災課、土木港湾課 (略) 

第四管区海上保安本部 (略) 

第４節 

鉄道施設対策 

（市）防災課、鉄道事業者（名古屋鉄道株
式会社、衣浦臨海鉄道株式会社） 

(略) 

第５節 

緊急輸送手段の確

保 

（市）防災課、行政課、資産活用課、 
輸送機関（鉄軌道事業者、自動車運送事業
者等） 

中部運輸局 

(略) 

 

第３節 

港湾・漁港施設対策 

（市）本部班(防災課)、土木施設管理班(土
木港湾課) 

(略) 

第四管区海上保安本部 (略) 

第４節 

鉄道施設対策 

（市）本部班(防災課)、 
鉄道事業者（名古屋鉄道株式会社、衣浦臨
海鉄道株式会社） 

(略) 

第５節 

緊急輸送手段の確

保 

（市）本部班(防災課)、調達班(行政課、資
産活用課)、 
輸送機関（鉄軌道事業者、自動車運送事業
者等） 

中部運輸局 

(略) 

 

２．碧南市各部

局における活

動の反映等 

 

(表記の整理) 

 

 

149 

 

151 

 

 

 

 

 

 

 

152 

 

 

 

152 

第１節 道路交通規制等 

(略) 

２ 自衛官及び消防職員における措置 

派遣を命じられた自衛官及び消防職員は、警察官がその場にいない場合に

限り、それぞれの緊急通行車両の円滑な通行を確保するため、災害対策基本

法第７６条の３の規定により災害時における交通規制等の措置を行うこと

ができる。その場合、措置命令・措置通知書により当該命令及び措置を行っ

た場所を管轄する警察署長に直接又は警察本部交通規制課経由で通知しな

ければならない。 

 

(略) 

６ 自動車運転者の措置 

災害対策基本法に基づき緊急通行車両以外の車両の通行が禁止される交

通規制が行われた場合、通行禁止区域(交通の規制が行われている区域又は

道路の区間をいう。)内の一般車両の運転者は、次の措置をとらなければな

らない。 

(1) 速やかに車両を次の場所に移動させること。 

ア 道路の区間を指定して交通の規制が行われたときは、当該道路の区間

以外の場所 

イ 区域を指定して交通の規制が行われたときは、道路以外の場所 

(略) 

第１節 道路交通規制等 

(略) 

２ 自衛官及び消防職員における措置 

派遣を命じられた自衛官及び消防職員は、警察官がその場にいない場合

に限り、それぞれの緊急通行車両の円滑な通行を確保するため、緊急交通

路において災害対策基本法第７６条の３の規定により緊急通行車両の通行

の妨害となる車両その他の物件に対して必要な措置をとることができる。

その場合、措置命令・措置通知書により当該命令及び措置を行った場所を

管轄する警察署長に直接又は警察本部交通規制課経由で通知しなければな

らない。 

(略) 

６ 自動車運転者の措置 

災害対策基本法に基づき緊急通行車両以外の車両の通行が禁止される交

通規制が行われた場合、同法第76条の2の規定により、緊急交通路内の一

般車両の運転者は、次の措置をとらなければならない。 

 

(1) 速やかに車両を次の場所に移動させること。 

ア 緊急交通路に指定された区間以外の場所 

 

イ 緊急交通路の区域に指定されたときは、道路以外の場所 

(略) 

１．県の地域防

災計画の修正

の反映 

 

(対策の追加) 

 

 

 

 

 

 

(表記の整理) 

 

153 

 

第２節 道路施設対策 

１ (略) 

第２節 道路施設対策 

１ (略) 

１．県の地域防

災計画の修正の
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154 

 

 

 

155 

 

 

２ 中部地方整備局における措置 

(略) 

(4)情報の提供 

緊急輸送道路の確保状況及び通行規制等の道路情報については、道路情

報板、道路情報提供システム、ビーコン等を利用するとともに、報道機関

を通じて広く道路利用者等に対して情報提供するものとする。 

 

 

 

 

(略) 

２ 中部地方整備局における措置 

(略) 

(4)情報の提供 

緊急輸送道路の確保状況及び通行規制等の道路情報については、道路

情報板、道路情報提供システム、ビーコン等を利用するとともに、報道機

関を通じて広く道路利用者等に対して情報提供するものとする。また、降

雨予測等から通行規制範囲を広域的に想定して、できるだけ早く通行規制

予告を発表するものとする。その際、当該情報が入手しやすいよう多様な

広報媒体を活用し、日時、う回経路等を示すものとする。さらには、降雨

予測の変化に応じて予告内容の見直しを行う。 

(略) 

反映 

 

(防災基本計画

の修正

(R2.5.29)を踏

まえた修正) 

155 

 

 

156 

第３節 港湾・漁港施設対策 

１ 市における措置 

(略) 

(5) 航路啓開の実施 

港湾管理者及び漁港管理者は、その所管する港湾区域及び漁港区域内の

航路等に沈船、漂流物等により船舶の航行が危険と認められる場合には、

国(国土交通省、農林水産省)に報告するとともに、障害物除去による航路

啓開に努める。 

(略) 

第３節 港湾・漁港施設対策 

１ 市における措置 

(略) 

(5) 航路啓開の実施 

港湾管理者及び漁港管理者は、その所管する港湾区域及び漁港区域内

の航路等に沈船、漂流物等により船舶の航行が危険と認められる場合に

は、国(国土交通省、農林水産省)等に報告するとともに、障害物除去に

よる航路啓開に努める。 

(略) 

１．県の地域防

災計画の修正の

反映 

 

(表記の整理) 

 

161 第８章 水害防除対策 第８章 水害防除対策  

161 

 

 

 

 

 

 

 

主な機関の措置 

区 分 機 関 名 主 な 内 容 

第１節 
水防 

水防管理者、水門・こう門等の管理者、河川管
理者、海岸管理者 
（市）防災課、農業水産課、 
土木港湾課、下水道課、土地改良区、 
消防署 

(略) 

第２節 
防災営農 

（市）農業水産課、土地改良区 (略) 

主な機関の措置 

区 分 機 関 名 主 な 内 容 

第１節 
水防 

水防管理者、水門・こう門等の管理者、河川管
理者、海岸管理者 
（市）本部班(防災課)、農水班(農業水産課)、
土木施設管理班(土木港湾課)、下水道班(下水
道課)、 
土地改良区、消防署 

(略) 

第２節 
防災営農 

（市）農水班(農業水産課)、 
土地改良区 

(略) 

２．碧南市各部

局における活

動の反映等 

 

(表記の整理) 
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161 

 

 

 

 

（市）農業水産課、 
あいち中央農業共同組合  

(略) 

（市）農業水産課、 
畜産関係団体 

(略) 

第３節 
流木の防止 

第四管区海上保安本部、 
港湾管理者、（市）土木港湾課 

(略) 

漁港管理者 (略) 

河川管理者、（市）土木港湾課 (略) 

県警察、（市）土木港湾課 (略) 

 

（市）農水班(農業水産課)、 
あいち中央農業共同組合  

(略) 

（市）農水班(農業水産課)、 
畜産関係団体 

(略) 

第３節 
流木の防止 

第四管区海上保安本部、港湾管理者、 
（市）土木施設管理班(土木港湾課) 

(略) 

漁港管理者 (略) 

河川管理者、 
（市）土木施設管理班(土木港湾課) 

(略) 

県警察、 
（市）土木施設管理班(土木港湾課) 

(略) 

 

 

 

 

 

(表記の整理) 

 

167 第９章 避難所・要配慮者支援・帰宅困難者対策 第９章 避難所・要配慮者支援・帰宅困難者対策  

167 

 

 

 

 

 

 

 

 

168 

主な機関の措置 

区   分 機 関 名 主 な 内 容 

第１節 
避難所の開設・運営 

（市）防災課、 
国保年金課 

(略) 

第２節 
要配慮者支援対策 

（市）防災課、福祉課、高齢
介護課、健康課、地域協働課 

(略) 

第３節 
帰宅困難者対策 

（市）防災課 １(1) 帰宅困難者の集中による混乱発
生抑止のための広報等 

 
１(2)(3) 帰宅困難者に対する情報提供 
 
 
１(4) 救助対策、避難所等対策の実施 

事業者、学校等 (略) 
 

主な機関の措置 

区   分 機 関 名 主 な 内 容 

第１節 
避難所の開設・運営 

（市）本部班(防災課)、避難
所班(国保年金課) 

(略) 

第２節 
要配慮者支援対策 

（市）本部班(防災課)、福祉
班(福祉課)、要配慮者支援班
(高齢介護課)、第1医療班(健
康課)、地域班(地域協働課) 

(略) 

第３節 
帰宅困難者対策 

（市）本部班(防災課) 、広報
班（経営企画課） 

１(1) 「むやみに移動（帰宅）を開始
しない」旨の広報及び一時滞在施
設（滞在場所）の確保等 

１(2) 災害情報、徒歩帰宅支援ステー
ションの情報提供 

１(3) その他帰宅困難者への広報 
１(4) 帰宅途中で救援が必要になった

人などの対策 

事業者、学校等 (略) 
 

２．碧南市各部

局における活動

の反映等 

 

(表記の整理) 

 

 

168 

 

 

 

 

 

第１節 避難所の開設・運営 

１ 市における措置 

(略)  

(1) 避難所の開設 

市は、災害のため避難した居住者や滞在者等や被災した住民等を、一時

的に滞在させるための施設として、避難所を必要に応じて開設するものと

する。(追加)ただし、ライフラインの回復に時間を要すると見込まれる場

第１節 避難所の開設・運営 

１ 市における措置 

(略)  

(1) 避難所の開設 

市は、災害のため避難した居住者や滞在者等や被災した住民等を、一時

的に滞在させるための施設として、避難所を必要に応じて開設するものと

する。また、避難所を開設する場合は、あらかじめ施設の安全性を確認す

１．県の地域防

災計画の修正

の反映 

 

(対策の追加) 
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168 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

169 

 

170 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

合や、道路の途絶による孤立が見込まれる場合は、あらかじめ指定避難所

に指定されていたとしても原則開設しないものとする。 

 

 

 

 

(略) 

２ 避難所の運営 

  (略) 

(2) 避難者の把握 

必要な物資などの数量を確実に把握するため、避難者に世帯単位での登

録を求め、避難所ごとに避難している人員の把握に努めること。なお、収

容能力からみて支障があると判断したときは、速やかに適切な措置を講ず

ること。 

 

 

(略) 

(11)ペットの取扱 

避難者が避難所へペットを連れてきた場合は、「避難所ペット登録台帳」

に登録するとともに、飼育場所や飼育ルールを飼育者及び避難者へ周知・

徹底を図ること。 

 

(略) 

(追加) 

 

 

 

 

３ 災害救助法の適用 

災害救助法が適用された場合、「１ 市における措置」は県が実施機関と

なるが、当該事務は市長への委任を想定しているため、市が実施することと

なる。 

 

るものとする。ただし、ライフラインの回復に時間を要すると見込まれる

場合や、道路の途絶による孤立が見込まれる場合は、当該地域に指定避難

所を設置・維持することの適否を検討するものとする。 

また、避難所を開設した場合に関係機関等による支援が円滑に講じられ

るよう、避難所の開設状況等を適切に県に報告し、県は、その情報を国に

共有するよう努めるものとする。 

(略) 

２ 避難所の運営 

  (略) 

(2) 避難者の把握 

必要な物資などの数量を確実に把握するため、避難者に世帯単位での

登録を求め、避難所ごとに避難している人員の把握に努めること。なお、

収容能力からみて支障があると判断したときは、速やかに適切な措置を

講ずること。 

また、避難所に避難したホームレスについて、住民票の有無等に関わ

らず適切に受け入れるものとする。 

(略) 

(11) ペットの取扱 

必要に応じて、ペットの飼育場所の確保に努めるものとし、避難者が避

難所へペットを連れてきた場合は、「避難所ペット登録台帳」に登録する

とともに、飼育場所や飼育ルールを飼育者及び避難者へ周知・徹底を図

ること。また、獣医師会や動物取扱業者等から必要な支援が受けられる

よう、連携に努めるものとする。 

 (略) 

(13)感染症対策 

市は、被災地において感染症の発生、拡大がみられる場合は、防災担

当部局と保健福祉担当部局が連携して、感染症対策として必要な措置を講

じるよう努めるものとする。 

３ 災害救助法の適用 

災害救助法が適用された場合、県が同法に基づく救助の実施機関となる

が、当該事務については市長への委任を想定しているため、市が実施する

こととなる。 

また、県及び救助実施市は、災害救助に係る愛知県資源配分計画及び災

害救助法資源配分チームにおいて、県の広域調整の下で、円滑かつ迅速に

 

(防災基本計画

の 修 正

(R2.5.29)を踏

まえた修正) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(国のガイドラ

インに基づく

修正) 

 

(防災基本計画

の 修 正

(R2.5.29)を踏

まえた修正) 

 

 

(表記の整理及

び災害救助法

に係る名古屋

市の救助実施

市指定に伴う

修正) 
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170 実施する。 

 

170 

 

 

171 

 

 

 

第２節 要配慮者支援対策 

１ 市における措置 

(略) 

(4) 避難所・在宅等における福祉ニーズの把握と福祉人材の確保 

市は被災した要配慮者の生活状況と福祉ニーズを把握し、必要な専門的

人材を確保し、ニーズに応じたサービスを提供するよう努める。 

(追加) 

 

(略) 

(追加) 

 

第２節 要配慮者支援対策 

１ 市における措置 

(略) 

(4) 避難所・在宅等における福祉ニーズの把握と福祉人材の確保 

市は被災した要配慮者の生活状況と福祉ニーズを把握し、必要な専門

的人材を確保し、ニーズに応じたサービスを提供するよう努める。 

◆資料編(資料１２－５９)災害時における要介護高齢者の安否確認等

に関する協定書 

(略) 

３ 災害救助法の適用 

災害救助法が適用された場合、県が同法に基づく救助の実施機関となる

が、市長への委任を想定している避難所の供与等の事務については、市が

実施することとなる。ただし、災害派遣福祉チーム（ＤＣＡＴ）の編成・

派遣については、県が実施する。 

また、県及び救助実施市は、災害救助に係る愛知県資源配分計画及び災

害救助法資源配分チームにおいて、県の広域調整の下で、円滑かつ迅速に

実施する。 

なお、救助の対象、方法、経費及び期間については、災害救助法施行細

則による。 

２．碧南市各部

局における活

動の反映等 

 

(表記の整理) 

 

 

 

(災害救助法に

係る名古屋市

の救助実施市

指定に伴う修

正) 

 

171 
 

172 

第３節 帰宅困難者対策 

(略) 

２ 事業者や学校等における措置(追加) 

 

(略) 

 

第３節 帰宅困難者対策 

(略) 

２ 事業者や学校等における措置（安否確認や交通情報等の収集及び従業員

等の一斉帰宅の抑制） 

(略) 

 

２．碧南市各部

局における活

動の反映等 

 

(表記の整理) 

173 第１０章 水・食品・生活必需品等の供給 第１０章 水・食品・生活必需品等の供給  
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173 

 

 

 

 

 

主な機関の措置 

区   分 機 関 名 主 な 内 容 

第１節 
給水 

（市）防災課 
水道課 

(略) 

第２節 
食品の供給  

（市）防災課、商工課 (略) 

第３節 
生活必需品の供給 

（市）防災課、商工課 (略) 

 

主な機関の措置 

区   分 機 関 名 主 な 内 容 

第１節 
給水 

（市）本部班(防災課)、水道班(水道
課) 

(略) 

第２節 
食品の供給  

（市）本部班(防災課)、 
供給班(商工課) 

(略) 

第３節 
生活必需品の供給 

（市）本部班(防災課)、 
供給班(商工課) 

(略) 

 

２．碧南市各部

局における活

動の反映等 

 

(表記の整理) 

 

 

173 

 

175 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１節 給水 

(略) 

４ 非常用水源の確保 

(略) 

(2) 非常用水源の確保  

市が行う応急給水の水源は、第２配水場内の第１号～第４号配水池を原

則的に使用するものとする。予備として、第１配水場内第１号、２号配水

池を使用するものとする。 

 

名 称 貯水量 配水施設能力 備考 

第２配水場配水池 

1号配水池 5,500㎥   

2号配水池 5,500㎥   

3号配水池 5,000㎥   

4号配水池 5,000㎥   

合計 21,000㎥ 31,730㎥／日  

第１配水場配水池 

1号配水池 2,000㎥   

2号配水池 3,500㎥   

合計 5,500㎥ 2,400㎥／日 予備用 

(略) 

６ 災害救助法の適用 

災害救助法が適用された場合、「１ 市における措置」は県が実施機関と

なるが、当該事務は市への委任を想定しているため、市が実施することとな

る。 

 

第１節 給水 

(略) 

４ 非常用水源の確保 

(略) 

(2) 非常用水源の確保  

市が行う応急給水の水源は、第２配水場内の No.１～No.４配水池を原

則的に使用するものとする。予備として、第１配水場内第２配水池を使用

するものとする。 

 

名 称 貯水量 備考 

第２配水場配水池 

№1配水池 5,500㎥  

№2配水池 5,500㎥  

№3配水池 5,000㎥  

№4配水池 5,000㎥  

合計 21,000㎥  

第１配水場配水池 第2配水池 3,500㎥ 予備用 

(略) 

 

６ 災害救助法の適用 

災害救助法が適用された場合、県が同法に基づく救助の実施機関となる

が、当該事務については市長への委任を想定しているため、市が実施する

こととなる。 

また、県及び救助実施市は、災害救助に係る愛知県資源配分計画及び災

害救助法資源配分チームにおいて、県の広域調整の下で、円滑かつ迅速に

２．碧南市各部

局における活

動の反映等 

 

(表記の整理) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．県の地域防

災計画の修正

の反映 

 

(表記の整理及

び災害救助法
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175  

(略) 

実施する。 

(略) 

に係る名古屋

市の救助実施

市指定に伴う

修正) 

175 

 

 

176 

 

 

 

177 

 

 

 

第２節 食品の供給 

１ 市における措置 

(略) 

(4) 炊出しは、必要に応じ赤十字奉仕団、ボランティア、自主防災会等に協

力を要請する。 

 

(略) 

２ 災害救助法の適用 

災害救助法が適用された場合、「１ 市における措置」は県が実施機関と

なるが、当該事務は市への委任を想定しているため、市が実施することとな

る。 

 

 

(略) 

第２節 食品の供給 

１ 市における措置 

(略) 

(4) 炊出しについて、赤十字奉仕団等へ協力要請 

炊出しは、必要に応じ赤十字奉仕団、ボランティア、自主防災会等に

協力を要請する。 

(略) 

２ 災害救助法の適用 

災害救助法が適用された場合、県が同法に基づく救助の実施機関となる

が、当該事務については市長への委任を想定しているため、市が実施する

こととなる。 

また、県及び救助実施市は、災害救助に係る愛知県資源配分計画及び災

害救助法資源配分チームにおいて、県の広域調整の下で、円滑かつ迅速に

実施する。 

(略) 

２．碧南市各部

局における活

動の反映等 

 

(表記の整理) 

 

１．県の地域防

災計画の修正

の反映 

 

(表記の整理及

び災害救助法

に係る名古屋

市の救助実施

市指定に伴う

修正) 

177 

 

 

 

 

 

 

第３節 生活必需物資の供給 

１ 市における措置 

(1) 市は、被災者に対して生活必需品の供給を行うこととする。生活必需品

は、備蓄物資、自ら調達した物資、(2)の応援要求等により、県、他の地

方公共団体、国等によって調達され引渡された物資から、状況に応じて被

災者に供給する。 

 

(2) 供給することが困難な場合は、他市町村又は県に対して必要な応援を要

請する。 

第３節 生活必需物資の供給 

１ 市における措置 

(1) 生活必需品の供給 

市は、被災者に対して生活必需品の供給を行うこととする。生活必需

品は、備蓄物資、自ら調達した物資、(2)の応援要求等により、県、他の

地方公共団体、国等によって調達され引渡された物資から、状況に応じ

て被災者に供給する。 

(2) 他市町村又は県に対する応援要請 

供給することが困難な場合は、他市町村又は県に対して必要な応援を

２．碧南市各部

局における活

動の反映等 

 

(表記の整理) 
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177 

 

 
 

178 

 

 

 

 

なお、事態に照らし緊急を要する場合は、応援要請を行う前に、国や県

による物資輸送が開始される場合があることに留意する。 

(略) 

３ 災害救助法の適用 

災害救助法が適用された場合、「１ 市における措置」は県が実施機関と

なるが、当該事務は市への委任を想定しているため、市が実施することとな

る。 

 

 

 

(略) 

要請する。 

なお、事態に照らし緊急を要する場合は、応援要請を行う前に、国や県

による物資輸送が開始される場合があることに留意する。 

(略) 

３ 災害救助法の適用 

災害救助法が適用された場合、県が同法に基づく救助の実施機関となる

が、当該事務については市長への委任を想定しているため、市が実施する

こととなる。 

また、県及び救助実施市は、災害救助に係る愛知県資源配分計画及び災

害救助法資源配分チームにおいて、県の広域調整の下で、円滑かつ迅速に

実施する。 

(略) 

 

 

 

１．県の地域防

災計画の修正

の反映 

 

(表記の整理及

び災害救助法に

係る名古屋市の

救助実施市指定

に伴う修正) 

179 第１１章 環境汚染防止及び地域安全対策 第１１章 環境汚染防止及び地域安全対策  

179 主な機関の措置 

区   分 機 関 名 主  な  内  容 

第１節 
環境汚染防止対策 

（市）環境課 (略) 

第２節 
地域安全対策 

（市）防災課 
県警察 
第四管区海上保安本部 

(略) 

 

主な機関の措置 

区   分 機 関 名 主  な  内  容 

第１節 
環境汚染防止対策 

（市）環境班(環境課) (略) 

第２節 
地域安全対策 

（市）本部班(防災課)、 広報班（経営企
画課）、地域班（地域協働課） 
県警察 
第四管区海上保安本部 

(略) 

 

２．碧南市各部

局における活

動の反映等 

 

(表記の整理) 

181 第１２章 遺体の取扱い 第１２章 遺体の取扱い  

181 

 

 

 

主な機関の措置 

区   分 機 関 名 主  な  措  置 

第１節 
遺体の捜索 

（市）防災課 (略) 

主な機関の措置 

区   分 機 関 名 主  な  措  置 

第１節 
遺体の捜索 

（市）本部班(防災課)、市民班（市
民課） 

(略) 

２．碧南市各部

局における活

動の反映等 
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頁   現行計画(令和2年2月修正) 改正後(令和3年2月修正) 改正理由 

181 第２節 
遺体の処理 

（市）市民課、健康課、 
監査委員事務局、会計課、 
市民病院、県警察、 
第四管区海上保安本部 

(略) 

第３節 
遺体の埋火葬 

（市）市民課、福祉課、監査委員事務
局、衣浦衛生組合 

(略) 

 

第２節 
遺体の処理 

（市）市民班(市民課)、第1医療班
(健康課)、 
監査委員事務局、 
市民班(会計課)、 
市民病院、 
県警察、 
第四管区海上保安本部 

(略) 

第３節 
遺体の埋火葬 

（市）市民班(市民課)、福祉班(福
祉課)、 
監査委員事務局、 
衣浦衛生組合 

(略) 

 

(表記の整理) 

 

 

 

 

 

181 

 

182 

第１節 遺体の捜索 

(略) 

２ 災害救助法の適用 

災害救助法が適用された場合、「１ 市における措置」は県が実施機関と

なるが、当該事務は市への委任を想定しているため、市が実施することとな

る。 

 

 

(略) 

第１節 遺体の捜索 

(略) 

２ 災害救助法の適用 

災害救助法が適用された場合、県が同法に基づく救助の実施機関となる

が、当該事務については市長への委任を想定しているため、市が実施する

こととなる。 

また、県及び救助実施市は、災害救助に係る愛知県資源配分計画及び災

害救助法資源配分チームにおいて、県の広域調整の下で、円滑かつ迅速に

実施する。 

(略) 

１．県の地域防

災計画の修正

の反映 

 

(表記の整理及

び災害救助法

に係る名古屋

市の救助実施

市指定に伴う

修正) 

182 

 

183 

 

第２節 遺体の処理 

(略) 

３ 災害救助法の適用 

災害救助法が適用された場合、「１ 市における措置」は県が実施機関と

なるが、当該事務は市への委任を想定しているため、市が実施することとな

る。 

 

 

 

(略) 

第２節 遺体の処理 

(略)  

３ 災害救助法の適用 

災害救助法が適用された場合、県が同法に基づく救助の実施機関となる

が、当該事務については市長への委任を想定しているため、市が実施する

こととなる。 

また、県及び救助実施市は、災害救助に係る愛知県資源配分計画及び災

害救助法資源配分チームにおいて、県の広域調整の下で、円滑かつ迅速に

実施する。 

(略) 

１．県の地域防

災計画の修正

の反映 

 

(表記の整理及

び災害救助法

に係る名古屋

市の救助実施

市指定に伴う

修正) 



碧南市地域防災計画(風水害対策計画)新旧対照表 
 

54 
 

 

頁   現行計画(令和2年2月修正) 改正後(令和3年2月修正) 改正理由 

183 

 

184 

第３節 遺体の埋火葬 

(略) 

２ 災害救助法の適用 

災害救助法が適用された場合、「１ 市及び衣浦衛生組合における措置」

は県が実施機関となるが、当該事務は市への委任を想定しているため、市及

び衣浦衛生組合が実施することとなる。 

 

 

 

(略) 

第３節 遺体の埋火葬 

(略) 

２ 災害救助法の適用 

災害救助法が適用された場合、県が同法に基づく救助の実施機関となる

が、当該事務については市長への委任を想定しているため、市及び衣浦衛

生組合が実施することとなる。 

また、県及び救助実施市は、災害救助に係る愛知県資源配分計画及び災

害救助法資源配分チームにおいて、県の広域調整の下で、円滑かつ迅速に

実施する。 

(略) 

１．県の地域防

災計画の修正

の反映 

 

(表記の整理及

び災害救助法

に係る名古屋

市の救助実施

市指定に伴う

修正) 

185 第１３章 ライフライン施設等の応急対策 第１３章 ライフライン施設等の応急対策  

185 

 

主な機関の応急活動 

機関名 事 前        被害発生中      事 後 

(略) 

中部電力株式会社 

(追加) 
(略) 

(略) 
 

主な機関の応急活動 

機関名 事 前        被害発生中      事 後 

(略) 

中部電力株式会社 

株式会社ＪＥＲＡ 
(略) 

(略) 
 

１．県の地域防

災計画の修正

の反映 

 

(実施機関の追

加) 

186 

 

 

 

 

 

 

 

 

主な機関の措置 

区   分 機 関 名 主 な 内 容 

第１節 
電力施設対策 

（市）防災課、 
中部電力株式会社 

(略) 

第２節 
ガス施設対策 

（市）防災課、 
東邦瓦斯株式会社、 
中部瓦斯株式会社、 
一般社団法人愛知県LPガス協会 

(略) 

第３節 
上水道施設対策 

（市）水道課 (略) 

主な機関の措置 

区   分 機 関 名 主 な 内 容 

第１節 
電力施設対策 

（市）本部班(防災課)、情報・調整班（秘
書情報課）、広報班（経営企画課） 
中部電力株式会社 
株式会社ＪＥＲＡ 

(略) 

第２節 
ガス施設対策 

（市）本部班(防災課)、情報・調整班（秘
書情報課）、広報班（経営企画課） 
東邦瓦斯株式会社、 
サーラエナジー株式会社、 
一般社団法人愛知県LPガス協会 

(略) 

第３節 
上水道施設対策 

（市）水道班(水道課) (略) 

１．県の地域防

災計画の修正

の反映 

 

(実施機関の追

加及び社名の

変更) 

 

２．碧南市各部
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186 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４節 
工業用水道施設対策 

県企業庁、（（市）水道課） (略) 

第５節 
下水道施設対策 

（市）下水道課 (略) 

第６節 
通信施設の応急措置 

電気通信事業者、移動通信事業者 (略) 

（市）防災課、防災関係機関 (略) 

放送事業者 (略) 

第７節 
郵便業務の応急措置 

日本郵便株式会社 (略) 

(追加) 

 

第４節 
工業用水道施設対策 

県企業庁、 
（（市）水道班(水道課)） 

(略) 

第５節 
下水道施設対策 

（市）下水道班(下水道課) (略) 

第６節 
通信施設の応急措置 

電気通信事業者、動通信事業者 (略) 

（市）本部班(防災課)、 
防災関係機関 

(略) 

放送事業者 (略) 

第７節 
郵便業務の応急措置 

日本郵便株式会社 (略) 

第８節 
ライフライン施設 

(市)、ライフライン事業者 １(1) 現地作業調整会議の
開催 
１(2) ライフラインの復旧
現場等へのアクセスルート
上の道路啓開 

 

局における活

動の反映等 

 

(表記の整理) 

 

 

 

(表記の整理) 

 

 

186 

 
 

188 

 

 

第１節 電力施設対策 

１ 中部電力株式会社における措置 

(略) 

(5) 要員、資機材等の確保  

ア (略) 

イ 資機材の確保 

発災後、復旧資機材が不足する場合は、他電力会社へ融通を依頼する。 

 

 

 

(略) 

(追加) 

第１節 電力施設対策 

１ 中部電力株式会社、株式会社ＪＥＲＡにおける措置 

(略) 

(5) 要員、資機材等の確保  

ア (略) 

イ 資機材の確保 

発災後、復旧資機材が不足する場合は、他電力会社へ融通を依頼する。

また、大規模な災害発生のおそれがある場合、所有する電源車、発電機

等の現在時点の配備状況等を確認の上、リスト化するよう努めるものと

する。 

(略) 

(8) 電源車等の配備（中部電力株式会社） 

大規模停電発生時には直ちに、国及び県と調整を行い、電源車等を県

が決定した配備先に配備するよう努める。 

１．県の地域防

災計画の修正

の反映 

 

(実施機関の追

加) 

(防災基本計画

の 修 正

(R2.5.29)を踏

まえた修正) 

 

 

189 

 

第２節 ガス施設対策 

１ 東邦瓦斯株式会社、中部瓦斯株式会社における措置 

(略) 

第２節 ガス施設対策 

１ 東邦瓦斯株式会社、サーラエナジー株式会社における措置 

(略) 

１．県の地域防

災計画の修正

の反映 

 

(社名の変更) 
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192 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

193 

 

第６節 通信施設の応急措置 

１ 電気通信事業者(西日本電信電話株式会社、エヌ・ティ・ティ・コミュニ

ケーションズ株式会社)における措置 

西日本電信電話株式会社及びエヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株

式会社は、緊急に必要な災害対策機関等、災害救助活動に直接関係する重要

通信の確保及び通信の途絶の解消に留意し、速やかに応急復旧を行う。 

 

(略) 

２ 移動通信事業者(株式会社ＮＴＴドコモ、ＫＤＤＩ株式会社及びソフトバ

ンクモバイル株式会社)における措置 

緊急に必要な災害対策機関等、災害救助活動に直接関係する重要通信の確

保及び通信の途絶の解消に留意し、速やかに応急復旧を行う。 

 

 

 

(略) 

第６節 通信施設の応急措置 

１ 電気通信事業者(西日本電信電話株式会社、エヌ・ティ・ティ・コミュニ

ケーションズ株式会社)における措置 

西日本電信電話株式会社及びエヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ

株式会社は、緊急に必要な災害対策機関等、災害救助活動に直接関係する

重要通信の確保及び通信の途絶の解消に留意し、速やかに応急復旧を行う。

また、速やかに通信障害の状況やその原因、通信施設の被害や復旧の状況

等を関係機関に共有する。 

(略) 

２ 移動通信事業者(株式会社ＮＴＴドコモ、ＫＤＤＩ株式会社及びソフトバ

ンクモバイル株式会社)における措置 

緊急に必要な災害対策機関等、災害救助活動に直接関係する重要通信の

確保及び通信の途絶の解消に留意し、速やかに応急復旧を行う。また、速

やかに通信障害の状況やその原因、通信施設の被害や復旧の状況等を関係

機関に共有する。 

(略) 

１．県の地域防

災計画の修正

の反映 

 

(防災基本計画

の 修 正

(R2.5.29)を踏

まえた修正) 

 

194 

 

 

(追加) 第８節 ライフライン施設の応急復旧 

１ 市及びライフライン事業者等における措置 

(1) 現地作業調整会議の開催 

ライフライン施設の速やかな応急復旧を図るため、関係する省庁、県、

市、ライフライン事業者等は、合同会議、調整会議等における対応方針等

に基づき、必要に応じて、現地のライフライン事業者の事業所等で実動部

隊の詳細な調整を行うため、現地作業調整会議を開催する。 

(2) ライフラインの復旧現場等へのアクセスルート上の道路啓開 

  合同会議、調整会議等における対応方針等に基づき、道路管理者は、ラ

イフラインの復旧現場等までのアクセスルート上の道路啓開を実施する。 

１．県の地域防

災計画の修正

の反映 

 

(防災基本計画

の 修 正

(R2.5.29)を踏

まえた修正) 

195 第１４章 海上災害対策 第１４章 海上災害対策  
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196 主な機関の措置 

区   分 機 関 名 主 な 内 容 

第１節 
海上災害対策 

(略)  

（市）防災課、 
消防署 

(略) 

(略)  
 

主な機関の措置 

区   分 機 関 名 主 な 内 容 

第１節 
海上災害対策 

(略)  

（市）本部班(防災課)、情報・調整班（秘書情
報課）、第１医療班（健康課）、供給班（商工
課） 
消防署 

(略) 

(略)  
 

２．碧南市各部

局における活

動の反映等 

 

(表記の整理) 

196 

 

200 

第１節 海上災害対策 

(略) 

９ 情報の伝達系統 

図中：名古屋地方気象台観測予報課 

第１節 海上災害対策 

(略) 

９ 情報の伝達系統 

図中：名古屋地方気象台 

１．県の地域防

災計画の修正

の反映 

(表記の整理) 

202 第１５章 航空災害対策 第１５章 航空災害対策  

203 主な機関の措置 

区   分 機 関 名 主 な 内 容 

第１節 
航空災害対策 

（市）防災課 
消防署 

(略) 

(略)  
 

主な機関の措置 

区   分 機 関 名 主 な 内 容 

第１節 
航空災害対策 

（市）本部班(防災課) 
消防署 

(略) 

(略)  
 

２．碧南市各部

局における活

動の反映等 

 

(表記の整理) 

203 

 

 

205 

 

206 

第１節 航空災害対策 

(略) 

４ 情報の伝達系統(碧南市内で事故が発生した場合) 

(1) 民間航空機の場合 

図中：愛知県建設局航空対策課 

(2) 自衛隊機の場合 

図中：愛知県建設局航空対策課 

第１節 航空災害対策 

(略) 

４ 情報の伝達系統(碧南市内で事故が発生した場合) 

(1) 民間航空機の場合 

図中：愛知県建設局航空空港課 

(2)自衛隊機の場合 

図中：愛知県建設局航空空港課 

１．県の地域防

災計画の修正

の反映 

(愛知県の組織

改正に伴う修

正(219P、220P、

223P、224Pも同

様の修正)) 
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頁   現行計画(令和2年2月修正) 改正後(令和3年2月修正) 改正理由 

207 第１６章 鉄道災害対策 第１６章 鉄道災害対策  

208 

 

 

 

主な機関の措置 

区   分 機 関 名 主 な 内 容 

第１節 
鉄道災害対策 

(略)  

（市）防災課 
消防署 

(略) 

(略)  
 

主な機関の措置 

区   分 機 関 名 主 な 内 容 

第１節 
鉄道災害対策 

(略)  

（市）本部班(防災課)、情報・調整班（秘書
情報課）、第１医療班（健康課）、供給班（商
工課） 
消防署 

(略) 

(略)  
 

２．碧南市各部

局における活

動の反映等 

 

(表記の整理) 

 

212 第１７章 道路災害対策 第１７章 道路災害対策  

213 主な機関の措置 

区   分 機 関 名 主 な 内 容 

第１節 
道路災害対策 

(略)  

（市）防災課、土木港湾課 
消防署 

(略) 

(略)  
 

主な機関の措置 

区   分 機 関 名 主 な 内 容 

第１節 
道路災害対策 

(略)  

（市）本部班(防災課) 、情報・調
整班（秘書情報課）、第１医療班（健
康課）、供給班（商工課）、土木施
設管理班(土木港湾課) 
消防署 

(略) 

(略)  
 

２．碧南市各部

局における活

動の反映等 

 

(表記の整理) 

 

216 第１８章 放射性物質及び原子力災害応急対策 第１８章 放射性物質及び原子力災害応急対策  

216 

 

 

 
 

217 

 

 

主な機関の措置 

区   分 機 関 名 主 な 内 容 

第１節 
放射性物質災害発生
時の応急対策 

(略)  

（市）防災課 
消防署 

(略) 

(略)  

第２節 
核燃料物質等の輸送
中の事故における応
急対策 

(略)  

（市）防災課 
消防署 
 

(略) 

主な機関の措置 

区   分 機 関 名 主 な 内 容 

第１節 
放射性物質災害発生
時の応急対策 

(略)  

（市）本部班(防災課)、第１医療班
（健康課） 
消防署 

(略) 

(略)  

第２節 
核燃料物質等の輸送
中の事故における応
急対策 

(略)  

（市）本部班(防災課)、広報班（経
営企画課）、市民班（市民課）、第
１医療班（健康課） 

(略) 

２．碧南市各部

局における活

動の反映等 

 

(表記の整理) 
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頁   現行計画(令和2年2月修正) 改正後(令和3年2月修正) 改正理由 

217  

(略)  

第３節 
県外の原子力発電所
等における異常時対
策 

(略)  

（市）防災課、消防署 
 
 
 
 
 

(略) 

(略)  
 

消防署 

(略)  

第３節 
県外の原子力発電所
等における異常時対
策 

(略)  

（市）本部班(防災課)、広報班（経
営企画課）、市民班（市民課）、避
難所班（国保年金課）、第１医療班
（健康課）、供給班（商工課）、農
水班（農業水産課） 
消防署 

(略) 

(略)  
 

 

 

 

 

 

 

 

222 

 

223 

 

224 

第３節 県外の原子力発電所等における異常時対策 

(略) 

２ 市及び消防署における措置 

(略) 

(6) 医療関係活動（県と協力して実施） 

ア (略) 

イ 放射線被ばく者の措置については、スクリーニング及び除染等の処置を

行い、必要な診断・治療を行うことのできる被ばく医療機関に適切に搬送

が行えるよう当該医療機関等と調整を行う。 

(略)  

第３節 県外の原子力発電所等における異常時対策 

(略) 

２ 市及び消防署における措置 

(略) 

(6) 医療関係活動（県と協力して実施） 

ア (略) 

イ 放射線被ばく者の措置については、県及び原子力事業者の協力を得て

スクリーニング及び除染等の処置を行い、必要な診断・治療を行うこと

のできる被ばく医療機関に適切に搬送が行えるよう当該医療機関等と調

整を行う。 

(略) 

２．碧南市各部

局における活

動の反映等 

 

(表記の整理) 

 

227 第１９章 危険物及び毒物劇物等化学薬品類災害対策 第１９章 危険物及び毒物劇物等化学薬品類災害対策  

228 

 

主な機関の措置 
区   分 機 関 名 主 な 内 容 

第１節 
危険物等施設 

(略)  

（市）防災課 
消防署 

(略) 

(略)  

第２節 
危険物等積載車 

危険物等輸送機関、 
（市）防災課、消防署 

(略) 

第３節 
危険物等積載船舶 

(略)  

（市）防災課 
消防署 

(略) 

 

主な機関の措置 
区   分 機 関 名 主 な 内 容 

第１節 
危険物等施設 

(略)  

（市）本部班(防災課) 
消防署 

(略) 

(略)  

第２節 
危険物等積載車 

危険物等輸送機関、 
（市）本部班(防災課)、 
消防署 

(略) 

第３節 
危険物等積載船舶 

(略)  

（市）本部班(防災課) 
消防署 

(略) 

 

２．碧南市各部

局における活

動の反映等 

 

(表記の整理) 
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頁   現行計画(令和2年2月修正) 改正後(令和3年2月修正) 改正理由 

231 第２０章 高圧ガス災害対策 第２０章 高圧ガス災害対策  

231 

 

主な機関の措置 

区   分 機 関 名 主 な 内 容 

第１節 
高圧ガス施設 

(略)  

（市）防災課、消防署 (略) 

(略)  

第２節 
高圧ガス積載車両 

高圧ガス輸送業者、中部近畿産業保
安監督部、 
（市）防災課、 
消防署 

(略) 

(略)  

第３節 
高圧ガス積載船舶 

(略)  

 

主な機関の措置 

区   分 機 関 名 主 な 内 容 

第１節 
高圧ガス施設 

(略)  

（市）本部班(防災課)、 
消防署 

(略) 

(略)  

第２節 
高圧ガス積載車両 

高圧ガス輸送業者、中部近畿産業保
安監督部、 
（市）本部班(防災課)、 
消防署 

(略) 

(略)  

第３節 
高圧ガス積載船舶 

(略)  

 

２．碧南市各部

局における活

動の反映等 

 

(表記の整理) 

 

 

 

 

233 第２１章 火薬類災害対策 第２１章 火薬類災害対策  

234 

 

主な機関の措置 

区   分 機 関 名 主 な 内 容 

第１節 
火薬類関係施設 

(略)  

（市）防災課、消防署 (略) 

(略)  

 
第２節 
火薬類積載車両 

(略)  

（市）防災課 (略) 

(略)  

第３節 
火薬類積載船舶 

(略)  

県警察、（市）防災課、 
消防署 

(略) 

 

主な機関の措置 

区   分 機 関 名 主 な 内 容 

第１節 
火薬類関係施設 

(略)  

（市）本部班(防災課)、 
消防署 

(略) 

(略)  

 
第２節 
火薬類積載車両 

(略)  

（市）本部班(防災課) (略) 

(略)  

第３節 
火薬類積載船舶 

(略)  

県警察、 
（市）本部班(防災課)、 
消防署 

(略) 

 

２．碧南市各部

局における活

動の反映等 

 

(表記の整理) 

 

 

 

 

237 第２２章 大規模な火事災害対策 第２２章 大規模な火事災害対策  

238 主な機関の措置 主な機関の措置 ２．碧南市各部
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頁   現行計画(令和2年2月修正) 改正後(令和3年2月修正) 改正理由 

238 

 

 

区   分 機 関 名 主 な 内 容 

第１節 
大規模な火事災害対策 

（市）防災課、消防署 (略) 

(略) 
 

区   分 機 関 名 主 な 内 容 

第１節 
大規模な火事災害対策 

（市）本部班(防災課)、情報・調整班（秘
書情報課）、第１医療班（健康課）、供給
班（商工課） 
消防署 

(略) 

(略) 
 

局における活

動の反映等 

 

(表記の整理) 

241 第２３章 住宅対策 第２３章 住宅対策  

242 

 

主な機関の措置 

区   分 機 関 名 主 な 内 容 

第１節 
被災宅地の危険度判定 

（市）建築課 (略) 

第２節 
被災住宅等の調査 

（市）税務課、建築課、福祉課 (略) 

第３節 
公共賃貸住宅等への一時入居 

（市）建築課 (略) 

第４節 
応急仮設住宅の設置及び管理
運営 

（市）防災課、 
建築課 

(略) 

第５節 

住宅の応急修理 

（市）防災課、 
建築課 

(略) 

第６節 

障害物の除去 

（市）防災課、 
建築課 

(略) 

 

主な機関の措置 

区   分 機 関 名 主 な 内 容 

第１節 
被災宅地の危険度判定 

（市）住宅建築班(建築課) (略) 

第２節 
被災住宅等の調査 

（市）巡視・調査班(税務課)、住
宅建築班(建築課)、福祉班(福祉
課) 

(略) 

第３節 
公共賃貸住宅等への一時入居 

（市）住宅建築班(建築課) (略) 

第４節 
応急仮設住宅の設置及び管理
運営 

（市）本部班(防災課)、住宅建築
班(建築課) 

(略) 

第５節 

住宅の応急修理 

（市）本部班(防災課)、住宅建築
班(建築課) 

(略) 

第６節 

障害物の除去 

（市）本部班(防災課)、住宅建築
班(建築課) 

(略) 

 

２．碧南市各部

局における活

動の反映等 

 

(表記の整理) 

 

242 

 
 

243 

 

第２節 被災住宅等の調査 

１ 市における措置 

(略) 

(4) その他住宅の応急対策実施上の必要な事項 

(追加)  

第２節 被災住宅等の調査 

１ 市における措置 

(略) 

(4) その他住宅の応急対策実施上の必要な事項 

◆資料編(資料１２－５８)災害時における家屋被害認定業務に関する協定

書 

２．碧南市各部

局における活

動の反映等 

 

(表記の整理) 

243 

 

 

第４節 応急仮設住宅の設置及び管理運営 

１ 市における措置 

(1) 応急仮設住宅の建設 

第４節 応急仮設住宅の設置及び管理運営 

１ 市における措置 

(1) 応急仮設住宅の建設 

１．県の地域防

災計画の修正

の反映 
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244 

 

 

 

 

245 

 

 

(略) 

エ 被災者の収容及び管理 

(略) 

(ｱ) 収容対象者  

災害により被災し、次のいずれにも該当する者とする。 

(略) 

(ｲ) 入居者の選定 

応急仮設住宅の入居者の選定については、県が行う救助の補助とし

て市に委託し、市がこれを行う。なお、入居者の選定にあたっては要

配慮者に十分配慮する。 

(ｳ) 管理運営及び処分 

ａ 応急仮設住宅の管理については、県が行う救助の補助として市に

委託し、市が行うものとし、委託契約は工事完了の日から行う。 

 

(略) 

  ｂ 応急仮設住宅は、被災者に対しての一時的居住の場所を与える

ための仮設建設であることを考慮し、使用目的に反しないよう適切

に管理する。その際、応急仮設住宅における安心・安全の確保、孤

独死やひきこもりなどを防止するための心のケア、入居者によるコ

ミュニティの形成及び運営に努めると共に、女性の参画を推進し、

女性を始めとする生活者の意見を反映できるよう配慮するものとす

る。 

(略) 

 

(略) 

エ 被災者の収容及び管理 

(略) 

(ｱ) 収容対象者  

風水害により被災し、次のいずれにも該当する者とする。 

(略) 

(ｲ) 入居者の選定 

応急仮設住宅の入居者の選定については、県が行う救助の補助と

して市に委託し、県から受託して市がこれを行う。なお、入居者の

選定にあたっては要配慮者に十分配慮する。 

(ｳ) 管理運営及び処分 

ａ 応急仮設住宅の管理については、県が行う救助の補助として市

に委託し、県から受託して市が行うものとし、委託契約は工事完了

の日から行う。 

(略) 

ｂ 応急仮設住宅は、被災者に対しての一時的居住の場所を与える

ための仮設建設であることを考慮し、使用目的に反しないよう適切

に管理する。その際、応急仮設住宅における安心・安全の確保、孤

独死や引きこもりなどを防止するための心のケア、入居者によるコ

ミュニティの形成及び運営に努めると共に、女性の参画を推進し、

女性を始めとする生活者の意見を反映できるよう配慮するものと

する。 

(略) 

 

 

 

 

 

(表記の整理及

び災害救助法

に係る名古屋

市の救助実施

市指定に伴う

修正) 

 

245 

 

246 

 

第５節 住宅の応急修理 

(略) 

２ 災害救助法の適用 

(1) 災害救助法が適用された場合、県が同法に基づく救助の実施機関とな

る。ただし、当該災害が局地災害の場合は、当該事務は市長への委託が想

定されているため、市長が実施することになる。 

 

なお、救助の対象、方法、経費及び期間については、災害救助法施行細

則による。 

第５節 住宅の応急修理 

(略) 

２ 災害救助法の適用 

(1) 災害救助法が適用された場合、県が同法に基づく救助の実施機関とな

る。ただし、当該災害が局地災害の場合は、県が実施機関となる当該事

務については市長への委託が想定されているため、市が実施することに

なる。 

なお、救助の対象、方法、経費及び期間については、災害救助法施行

細則による。 

１．県の地域防

災計画の修正

の反映 

 

(表記の整理、

災害救助法に

係る名古屋市

の救助実施市

指定に伴う修
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正) 

246 

 

247 

第６節 障害物の除去 

(略) 

２ 災害救助法の適用 

災害救助法が適用された場合、「１ 市における措置」は県が実施機関と

なるが、当該事務は市への委任を想定しているため、市が実施することとな

る。 

 (略) 

第６節 障害物の除去 

(略) 

２ 災害救助法の適用 

災害救助法が適用された場合、県が同法に基づく実施機関となるが、当

該事務は市長への委任を想定しているため、市が実施することとなる。 

 (略) 

１．県の地域防

災計画の修正

の反映 

 

(表記の整理、

災害救助法に

係る名古屋市

の救助実施市

指定に伴う修

正) 

248 第２４章 学校における対策 第２４章 学校における対策  

248 

 

 

 

 

 

 

249 

 

主な機関の措置 

区   分 機 関 名 主 な 内 容 

第１節 
気象警報等の伝達、臨時休業及び避難
等の措置 

（市）学校教育課 (略) 

第２節 
教育施設及び教職員の確保 

（市）学校教育課 (略) 

第３節 
応急な教育活動についての広報 

（市）学校教育課 (略) 

第４節 
教科書・学用品等の給与 

（市）学校教育課 (略) 

第５節 
被災教職員、児童・生徒の健康管理 

（市）学校教育課 (略) 

 

主な機関の措置 

区   分 機 関 名 主 な 内 容 

第１節 
気象警報等の伝達、臨時休業及び避難
等の措置 

（市）学校教育班(学校教
育課) 

(略) 

第２節 
教育施設及び教職員の確保 

（市）学校教育班(学校教
育課) 

(略) 

第３節 
応急な教育活動についての広報 

（市）学校教育班(学校教
育課) 

(略) 

第４節 
教科書・学用品等の給与 

（市）学校教育班(学校教
育課) 

(略) 

第５節 
被災教職員、児童・生徒の健康管理 

（市）学校教育班(学校教
育課) 、第１医療班（健康
課） 

(略) 

 

２．碧南市各部

局における活

動の反映等 

 

(表記の整理) 

 

 

250 

 

251 

 

 

第４節 教科書・学用品等の給与 

(略) 

２ 災害救助法の適用 

災害救助法が適用された場合、「１ 市における措置」は県が実施機関と

なるが、当該事務は市への委任を想定しているため、市が実施することとな

第４節 教科書・学用品等の給与 

(略) 

２ 災害救助法の適用 

災害救助法が適用された場合、県が同法に基づく実施機関となるが、当

該事務は市長への委任を想定しているため、市が実施することとなる。 

１．県の地域防

災計画の修正

の反映 

 

(表記の整理、
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頁   現行計画(令和2年2月修正) 改正後(令和3年2月修正) 改正理由 

251 

 

 

 

る。 

(追加) 

 

 

(略) 

 

また、県及び救助実施市は、災害救助に係る愛知県資源配分計画及び災

害救助法資源配分チームにおいて、県の広域調整の下で、円滑かつ迅速に

実施する。 

 (略) 

災害救助法に

係る名古屋市

の救助実施市

指定に伴う修

正) 

252 第４編 災害復旧・復興 第４編 災害復旧・復興  

252 第１章 復興体制 第１章 復興体制  

252 

 

主な機関の措置 

区   分 機 関 名 主 な 内 容 

(略)   

第３節 

職員の派遣要請 

(略) (略) 

（市）防災課 (略) 

 

主な機関の措置 

区   分 機 関 名 主 な 内 容 

(略)   

第３節 

職員の派遣要請 

(略) (略) 

（市）本部班(防災課)、情報・調
整班（秘書情報課） 

(略) 

 

２．碧南市各部

局における活

動の反映等 

 

(表記の整理) 

255 第２章 公共施設等災害復旧対策 第２章 公共施設等災害復旧対策  

255 

 

主な機関の措置 

区   分 機 関 名 主 な 内 容 

第１節 
公共施設災害復旧事業 

（市）防災課、行政課、 
施設を管理する課 

１ 各施設管理者における措置 
２ 災害復旧事業の種類 
３ 災害復旧事業に伴う財政援助及び助成 
(追加) 
４ 起債の特例 
５ 国の補助を伴わない災害復旧事業費 

第２節 
激甚災害の指定 

（市）防災課、行政課 (略) 

第３節 
暴力団等への対策 

(市) 防災課、行政課 (略) 

 

主な機関の措置 

区   分 機 関 名 主 な 内 容 

第１節 
公共施設災害復旧事
業 

（市）本部班(防災課)、
調達班(行政課)、 
施設を管理する課 

１ 各施設管理者における措置 
２ 災害復旧事業の種類 
３ 災害復旧事業に伴う財政援助及び助成 
４ 重要物流道路(代替・補完路を含む。)の
指定に伴う災害復旧事業の代行 

５ 起債の特例 
６ 国の補助を伴わない災害復旧事業費 

第２節 
激甚災害の指定 

（市）本部班(防災課)、
調達班(行政課) 

(略) 

第３節 
暴力団等への対策 

（市）本部班(防災課)、
調達班(行政課) 

(略) 

 

２．碧南市各部

局における活

動の反映等 

 

(表記の整理) 
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頁   現行計画(令和2年2月修正) 改正後(令和3年2月修正) 改正理由 

255 

 

256 

 

 

 

 

 

 

257 

 

 

第１節 公共施設災害復旧事業 

(略) 

３ 災害復旧事業に伴う財政援助及び助成 

(略) 

(追加) 

 

 

 

 

４ 起債の特例 

(略) 

５ 国の補助を伴わない災害復旧事業費 

(略) 

第１節 公共施設災害復旧事業 

(略) 

３ 災害復旧事業に伴う財政援助及び助成 

(略) 

４ 重要物流道路（代替・補完路を含む。)の指定に伴う災害復旧事業の代行 

   重要物流道路（代替・補完路を含む。)に指定された道路で、災害復旧

に関する工事に高度の技術を要するもの又は高度の機械力を使用して実

施することが適当であると認められるものについては、都道府県又は市町

村からの要請により国が代行して実施することができる。 

５ 起債の特例 

(略) 

６ 国の補助を伴わない災害復旧事業費 

(略) 

２．碧南市各部

局における活

動の反映等 

 

(表記の整理) 

259 第３章 災害廃棄物処理対策 第３章 災害廃棄物処理対策  

259 

 

主な機関の措置 

区   分 機 関 名 主 な 内 容 

第１節 
災害廃棄物処理対策 

（市）環境課、 
衣浦衛生組合 

(略) 
1(5) 応援要請 

 

主な機関の措置 

区   分 機 関 名 主 な 内 容 

第１節 
災害廃棄物処理対策 

（市）環境班(環境課)、 
衣浦衛生組合 

(略) 
1(5) 周辺市町村及び県への応援要請 

 

２．碧南市各部

局における活

動の反映等 

 

(表記の整理) 

259 

 

 

第１節 災害廃棄物処理対策 

１ 市における措置 

(1) (略) 

(2) 災害廃棄物の迅速かつ適正な処理 

ア (略) 

イ (略) 

ウ (略) 

(追加) 

 

 

第１節 災害廃棄物処理対策 

１ 市における措置 

(1) (略) 

(2) 災害廃棄物の迅速かつ適正な処理 

ア (略) 

イ (略) 

ウ (略) 

エ ボランティア、NPO等の支援を得て災害廃棄物等の処理を進める場合

には、社会福祉協議会、NPO等と連携し、作業実施地区や作業内容を調

整、分担するなどして、効率的に災害廃棄物等の搬出を行う。 

１．県の地域防

災計画の修正

の反映 

 

(防災基本計画

の 修 正

(R2.5.29)を踏

まえた修正) 
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頁   現行計画(令和2年2月修正) 改正後(令和3年2月修正) 改正理由 

(略)  (略) 

262 第４章 被災者等の生活再建等の支援 第４章 被災者等の生活再建等の支援  

262 

 

主な機関の措置 

区   分 機 関 名 主 な 内 容 

第１節 
罹災証明書の交付等 

（市）税務課 
（市）防災課 

(略) 

第２節 
被災者への経済的支援等 

（市）福祉課、会計課、商工課、税
務課、国保年金課、高齢介護課、こ
ども課、学校教育課、水道課、下水
道課、建築課、 
日本赤十字社愛知県支部、 
被災者生活再建支援法人（公益財団
法人都道府県センター）、 
報道機関等 
県社会福祉協議会 

(略) 

第３節 
金融対策 

東海財務局、日本銀行名古屋支店、
（(市)会計課） 

(略) 

第４節 
住宅等対策 

(市)建築課、 
独立行政法人住宅金融支援機構 

(略) 

第５節 
労働者対策 

(市)商工課 １ 県労働局との連携 
(追加) 

 

主な機関の措置 

区   分 機 関 名 主 な 内 容 

第１節 
罹災証明書の交付等 

（市）巡視・調査班(税務課)、本部
班(防災課) 

(略) 

第２節 
被災者への経済的支援等 

（市）福祉班(福祉課)、市民班(会計
課)、供給班(商工課)、巡視・調査班
(税務課)、避難所班(国保年金課)、
要配慮者支援班(高齢介護課)、こど
も班(こども課)、学校教育班(学校教
育課)、水道班(水道課)、下水道班(下
水道課)、住宅建築班(建築課)、 
日本赤十字社愛知県支部、 
被災者生活再建支援法人（公益財団
法人都道府県センター）、 
報道機関等 
県社会福祉協議会 

(略) 

第３節 
金融対策 

東海財務局、日本銀行名古屋支店、
(市) 市民班(会計課) 

(略) 

第４節 
住宅等対策 

（市）住宅建築班(建築課) 
独立行政法人住宅金融支援機構 

(略) 

第５節 
労働者対策 

（市）供給班(商工課) １(1) 愛知労働局との連携  
１(2) 暴力団等における不
正受給の防止 

 

２．碧南市各部

局における活

動の反映等 

 

(表記の整理) 

262 

 

 

 

 

263 

 

第１節 罹災証明書の交付等 

１ 市における措置 

(1) 罹災証明書の交付 

市は、災害の状況を迅速かつ的確に把握するとともに、各種の支援措置

を早期に実施するため、罹災証明書の交付の体制を確立し、遅滞なく、住

家等の被害の程度を調査し、被災者に罹災証明書を交付する。 

（追加） 

 

 

 

第１節 罹災証明書の交付等 

１ 市における措置 

(1) 罹災証明書の交付 

市は、災害の状況を迅速かつ的確に把握するとともに、各種の支援措置

を早期に実施するため、罹災証明書の交付の体制を確立し、遅滞なく、住

家等の被害の程度を調査し、被災者に罹災証明書を交付する。 

なお、住家等の被害の程度を調査する際、必要に応じて、航空写真、被

災者が撮影した住家の写真等を活用するなど、適切な手法により実施する

ものとする。市の体制・資機材のみでは不足すると見込まれる場合には、

県へ住家等の被害の程度の調査への応援協力を依頼する。 

１．県の地域防

災計画の修正

の反映 

 

(防災基本計画

の修正を踏ま

えた修正) 

 

２．碧南市各部
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頁   現行計画(令和2年2月修正) 改正後(令和3年2月修正) 改正理由 

(略)  (略) 局における活

動の反映等 

 

(表記の整理) 

267 

 

 

 

268 

 

 

第５節 労働者対策 

１ 市における措置 

（追加） 

市は、被災した労働者及び事業主からの保護対策や職業のあっせん等の相

談に応じ、関係機関である愛知労働局（刈谷労働基準監督署及びハローワー

ク碧南）と連携し、労働者対策を行う。 

（追加） 

第５節 労働者対策 

１ 市における措置 

 (1) 愛知労働局との連携 

市は、被災した労働者及び事業主からの保護対策や職業のあっせん等の

相談に応じ、関係機関である愛知労働局（刈谷労働基準監督署及びハロー

ワーク碧南）と連携し、労働者対策を行う。 

(2) 暴力団等における不正受給の防止 

被災労働者に対する労災補償や雇用保険求職者給付における基本手当

の支給等について、暴力団による不正受給を防止するために県警察と連携

して身分確認等を徹底する。 

２．碧南市各部

局における活

動の反映等 

 

(表記の整理) 

269 第５章 商工業・農林水産業の再建支援 第５章 商工業・農林水産業の再建支援  

269 

 

主な機関の措置 

区   分 機 関 名 主 な 内 容 

第１節 
商工業の再建支援 

（市）商工課 (略) 

第２節 
農林水産業の再建支援 

（市）農業水産課 (略) 

 

主な機関の措置 

区   分 機 関 名 主 な 内 容 

第１節 
商工業の再建支援 

（市）供給班(商工課) (略) 

第２節 
農林水産業の再建支援 

（市）農水班(農業水産課) (略) 

 

２．碧南市各部

局における活

動の反映等 

(表記の整理) 

270 第６章 財政対策 第６章 財政対策  

270 

 

主な機関の措置 

区   分 機 関 名 主 な 内 容 

第１節 
財源の確保 

（市）行政課 (略) 

第２節 
費用の負担 

（市）行政課 (略) 

 

主な機関の措置 

区   分 機 関 名 主 な 内 容 

第１節 
財源の確保 

（市）調達班(行政課) (略) 

第２節 
費用の負担 

（市）調達班(行政課) (略) 

 

２．碧南市各部

局における活

動の反映等 

(表記の整理)  
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頁   現行計画(令和2年2月修正) 改正後(令和3年2月修正) 改正理由 

270 

 

 

第１節 財源の確保 

１ 市における措置 

災害により、公共施設等に大きな被害を受けた場合、その復旧事業には莫

大な財源が必要となるため、以下のとおり財政対策を講じ、財源の確保に努

めることとする。 

(1) 災害復旧事業に伴う財政援助及び助成並びに起債の特例を活用する。

「本編第２章第１節参照」 

 

(2) 激甚災害の指定に伴う財政援助を活用する。｢本編第２章第２節参照」 

 

(3) 上記の措置のみでは、充分な財源が確保できない場合は、補助率の拡充

等の特例の財政援助を、国・県へ要望する。 

第１節 財源の確保 

１ 市における措置 

災害により、公共施設等に大きな被害を受けた場合、その復旧事業には

莫大な財源が必要となるため、以下のとおり財政対策を講じ、財源の確保

に努めることとする。 

(1) 災害復旧事業に伴う財政援助等の活用 

災害復旧事業に伴う財政援助及び助成並びに起債の特例を活用する。

「本編第２章第１節 参照」 

(2) 激甚災害の指定に伴う財政援助活用 

激甚災害の指定に伴う財政援助を活用する。｢本編第２章第２節参照」 

(3) 特例の財政援助の要望 

上記の措置のみでは、充分な財源が確保できない場合は、補助率の拡充

等の特例の財政援助を、国・県へ要望する。 

２．碧南市各部

局における活

動の反映等 

 

(表記の整理) 

 


